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■尼崎市学びと育ち研究所の目的とねらい

〇目的
　本市における子どもの学びと育ちに関し、より効果の高い政策を実施すること並びに教
員の知識及び技能のさらなる向上を目的とする。

〇ねらいと背景
１　科学的根拠に基づいた教育政策

　教育は、それぞれの経験や感覚によって論じられることが多いなか、当研究所では、
市や市教育委員会が保有するデータなどを活用し、科学的根拠（エビデンス）に基づい
た教育政策や教育実践の研究を行います。
　そのため、外部の研究者を当研究所の研究員等として招聘し、研究を実施しています。
２　先駆的な教育政策と長期的な課題解決

　当研究所では、市の内外で行われている先駆的な教育政策や教育実践に関する研究を
行い、本市において効果的な政策や実践を展開することを目指しています。
　また、不登校や発達障害、貧困など、困難な状況にある子どもたちの課題を解決する
ための長期的な視野を持った研究も行います。
３　将来を見据えた教育実践と「後伸びする力」

　学習指導要領の改訂や大学入試改革などの教育改革を見据え、学力向上だけでなく、
「主体的、対話的で深い学び」への取り組みも加速させます。
　また、就学前教育などの充実により、学力等の認知能力だけでなく、それらの土台と
なる「後伸びする力」（非認知能力）を育む教育実践を行います。

 

第３回 学びと育ち研究所報告会 を 開してい

学びと育ち研究所 していた い
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■尼崎市学びと育ち研究所の概要
〇組織（令和２年８月21日現在）
・所長
　大竹　文雄　（大阪大学大学院経済学研究科教授）
・副所長
　能島　裕介　（尼崎市こども青少年局理事・教育委員会事務局理事）
　平山　直樹　（尼崎市教育委員会事務局教育総合センター所長）
・主席研究員
　北野　幸子　（神戸大学大学院人間発達環境学研究科准教授）
　中尾　繁樹　（関西国際大学教育学部教授）
　中室　牧子　（慶應義塾大学総合政策学部教授）
　西山　将広　（神戸大学大学院医学研究科講師）
　野口　　緑　（大阪大学大学院医学系研究科特任准教授）
　山口慎太郎　（東京大学大学院経済学研究科教授）
・アドバイザー
　川上　泰彦　（兵庫教育大学大学院学校教育研究科教授）
　曽我　智史　（弁護士）
　苫野　一徳　（熊本大学大学院教育学研究科准教授）

○連絡先
　〒661-0974　尼崎市若王寺２丁目18番５号
　あまがさき・ひと咲きプラザ　アマブラリ３階
　尼崎市　こども青少年局　こども青少年部　こども青少年課
　電話番号　06-6409-4761　　　ファックス　06-4950-0173
　Ｅメール　ama-msk@city.amagasaki.hyogo.jp
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第３回尼崎市学びと育ち研究所報告会　〜エビデンスに基づいた教育政策を目指して〜 
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教育環境が学力に与える影響／出生体重等が健康に与える影響

研究代表者
大竹　文雄 （大阪大学大学院 経済学研究科 教授）

研究協力者
小原　美紀  （大阪大学大学院 国際公共政策研究科 教授）

阿部　眞子（大阪大学大学院 国際公共政策研究科 博士前期課程）

松島みどり（大阪商業大学 専任講師）

中山　真緒（慶應大学 経済学部研究員）

佐野　晋平（神戸大学大学院 経済学研究科 准教授）

林　　良平（東海大学 講師）

船崎　義文 （大阪大学大学院 経済学研究科 博士後期課程）

研究の概要
　児童生徒の学力向上を目指すためには、学校における教育施策や学級規模、教員の特性が学力に与え

る影響を実証的に分析することが必要である。学校や学級別の学力平均を用いて、学校の教育力を評価

することが通常行われる。しかし、学力に影響を与えるものは、学校の教育力だけではない。児童生徒

が、学校に入学してくるまでに、幼稚園や保育所・園等で就学前に受けてきた教育や家庭で受けてきた

教育にも影響を受ける。学校在学中においても、家庭での教育や塾での教育の影響も受ける。そのため、

尼崎の児童生徒の学力を向上させるためには、学力に与える様々な要因を考慮した上で、学校教育が学

力に与える影響を分析する必要がある。

　本研究では、「あまっ子ステップ・アップ調査」、学校からの身長・体重、保健所からの出生体重・妊

娠週数情報、生活保護・就学援助の情報を行政側が接続し、個人が特定できないように匿名化処理がな

された上で研究者に提供されたデータを用いて、出生時体重・貧困状況・相対年齢が、認知能力・非認

知能力・身体的発達に与える影響を分析し、教育施策として対応すべき知見を提供する。

期待される成果
　出生時体重・貧困状況・相対年齢が、認知能力・非認知能力・身体的発達に与える影響を分析するこ

とで、教育において不利とされている子供たちの成長状況を明らかにし、教育施策として対応すべき点

を明確にすることができる。

研究の進捗状況
　データの作成と分析が概ね終了した。出生時体重・貧困状況・相対年齢が、認知能力・非認知能力・

身体的発達に与える影響を分析した。
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現時点における研究結果の概要
　尼崎市の行政データをもとに、出生体重、現在の肥満、貧困、相対年齢、現在の身長・体重が小学校

１年生から中学２年生までの成績、非認知能力に与える影響を検証した。主な結論はつぎのとおりであ

る。

　第一に、出生体重は成績と非認知能力の中でもやりぬく力と相関する。成績との関係は世帯の固定的

な影響を除去するために兄弟姉妹間の差を用いた分析や、世帯の影響と遺伝的影響を除去するために双

生児間の差を用いた分析でも固定効果でも確認された。

　第二に、貧困は成績に影響を与えていた。出生時体重をコントロールすると生活保護期間が長いこと

が認知能力や非認知能力にマイナスの影響を与えており、同様のことは、就学援助を受けている場合に

も観察された。

　第三に、相対年齢効果は、認知能力とやりぬく力に影響を与えていることが観察された。

　第四に、現在肥満であることは認知能力、やりぬく力と負の相関が観察された。

　第五に、貧困、相対年齢、肥満に関わる子供たちの中には、先生が自分のことを気にしてくれている

と感じていない割合が高いことが観察された。

今後の展望
　結果の頑健性の確認を引き続き行うとともに、長期的に見たときにそれぞれの項目の影響がどのよう

に推移するかを、「あまっ子ステップ・アップ調査」の新しい結果をもとに分析を行う。相対年齢効果

と身長相対順位効果を分離した研究を行い、望ましい教育的対応について検討する。
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民間による子どもの貧困支援の取組の効果測定／子ども・若者に対するバウチャー事業の効果検証

研究代表者
大竹　文雄 （大阪大学大学院 経済学研究科 教授）

研究協力者
小原　美紀（大阪大学 国際公共政策研究科 教授）

佐野　晋平（神戸大学大学院 経済学研究科 准教授）

研究の概要
　尼崎市においては平成30年から市、日本財団、民間NPOの三者による協定のもと、生活困窮状態に

ある家庭の児童を対象にした学童保育サービスが実施されている。本研究においては、そのサービスを

受けた児童の学力、生活状況等の変容を測定し、同事業の効果を測定することを目的とする。また、

平成29年10月から令和元年度まで実施された、0歳から20歳までの子ども・若者を支援するためのバウ

チャー制度である「子ども・若者応援クーポン」事業について検証を行い、実施された様々な支援につ

いて、効果を検証する。

期待される成果
　子どもの貧困が全国的にも大きな社会問題となり、尼崎市においては他市と比較してもさらに深刻な

状況にあることから、子どもの貧困対策において有効な手法を明らかにすることは極めて大きな意義が

あるといえる。また、低所得の世帯に対する支援の効果を測定することによって、所得階層や年代、支

援の使い道ごとの効果を分析し、より効果的な貧困対策・学習支援等の施策立案に寄与する。

研究の進捗状況
　データを整理し、それぞれの施策の効果検証を行った。

現時点における研究結果の概要
⑴　民間による子どもの貧困支援の取組の効果測定

　分析は十分なサンプルサイズが確保されていないこともあるが、学力や非認知指標への影響は観察

されない。しかし、身長体重や肥満抑制に一定の効果がある。これは、食生活や生活習慣の改善を通

した効果と予想される。別分析で、肥満は学力と負の相関を持つことから、肥満抑制は長期的に学力

への正の影響があると考えられる。

⑵　子ども・若者に対するバウチャー事業の効果検証

　バウチャー当選により、中学生の認知能力・非認知能力の上昇、小学生は非認知指標の上昇が観察

された。しかし、バウチャー当選が塾利用を促したかどうかの強い証拠はないため、バウチャー当選

により家計の所得制約が緩和されることが理由ではないかと推測される。



7

今後の展望
　貧困支援では、食生活を中心として、生活の安定が身体的成長に影響し、それが認知能力・非認知能

力の向上に影響する可能性が明らかにされたので、単に成績だけではなく、健康面の成果指標を重視し

て事業を評価することが重要である。また、バウチャー事業の効果も、所得制約を緩和することが重要

なルートであると考えられるので、効果検証にはそうした指標も含めて研究を進めることが必要であ

る。
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非認知的能力の育ちを捉え育む乳幼児教育・接続期教育の開発

研究代表者
北野　幸子（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 准教授）

研究協力者

國土　将平（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 教授）

辻　　弘美（大阪樟蔭女子大学 学芸学部 教授）

埋橋　玲子（同志社女子大学 現代社会学部 教授） 

研究の概要
　非認知的能力（社会情動的スキル）は、認知的能力の育ちと連動するものであるが、乳幼児期は特に

非認知的能力の育ちを大切にしたい時期である。本研究では、小学校1年生を対象とした非認知的能力

の育ちを捉える方法を開発し、その実態を明らかにする。また、これらのデータに加えて、尼崎市の子

どもの就学前教育の状況（出身園、地域、就園状況（転園、出席状況））、地域の保幼こ小連携の状

況、接続期教育の開発状況、共同研修、公開保育・授業実施状況、尼崎市学力・生活実態調査の結果、

全国学力・学習状況調査の結果、あまっ子ステップ・アップ調査事業の結果、健診結果及び予防接種の

接種状況、保育環境調査のデータを用いて、尼崎市の子育てと乳幼児教育専門施設（保育所・園、認定

こども園、幼稚園等）の実態を明らかにする。さらに本研究では、尼崎市の就学前の子育てや乳幼児教

育専門施設の実態と、小学1年生の実態を踏まえて、地域や園の意向を十分に確認したうえで、実践研

究開発校園・地域について、また協同を強く希望される園において、園における非認知的能力の育成を

促す保育実践開発を行う。事前事後での、ヒアリング調査、環境評価スケールの実施、非認知・認知的

能力の育ちについて追跡研究を行い、より効果的な就学前教育と接続期教育の尼崎市における浸透に資

する研究を目指す。

期待される成果
　尼崎市の子育てや乳幼児教育専門施設の実態を分析し、非認知的能力の育ちの状況を把握し、支援の

必要性を明らかにし、実践開発を行う。各地の接続期教育の実態を調査し、比較検討することで、本市

の特徴を明らかにするとともに、子どもの自尊心等を育む。研究の結果、効果的な就学前教育について

のモデルが確立されれば、その浸透を図ることにより、質の高い就学前教育を受けられる児童が増え、

その後の育ちに繋げることができる。また、接続期教育の意義や重要性が確認できれば、接続期教育に

力をいれる園・小学校等が増え、小学校入学時の自尊心の低下を防ぎ、学習等においても好影響が期待

される。

研究の進捗状況
　小学1年生対象の調査票の作成については、国内外の性格特性や、自我意識、自尊心、思いやりなど

非認知的能力に関わる調査研究を精査した。また、全国学力・学習状況調査、業者調査や、他の専門組

織の実施調査との整合性も図り、専門家の指導助言を得て、62問を策定し、さらには32問に絞り込ん
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だ尼崎市独自の小学1年生対象調査票を作成した。加えて、他市の協力校で小学1年生のサンプル調査

も行った。作成した32問のうち、10問については、尼崎市の承諾を得て、全ての小学1年生を対象に、

2019年に調査を実施した。また残り22問については、賛同が得られた小学校において実施し、各種デー

タと照らし合わせて、その結果を分析した。

　1年生対象調査の結果と、市から提供された経済状況、家庭形態、検診データ、予防接種の回数、園

の環境評価などのデータを解析し、特徴ある園の抽出を行った。それらの園および他の園のうち連携を

強く希望される園に対して、より詳細な情報提供や、連携内容についての提案を行う予定である。ま

た、実践や研修開発を進めていく予定である。本年度は、遠隔によるヒアリング調査や、コンサルテー

ション、実践開発や研修開発の実施を予定している。

現時点における研究結果の概要
　小学1年生を対象とした32問からなるアンケートを作成した。うち10問については、尼崎市の承諾を

得て、全ての小学1年生を対象の調査を、2019年に実施した。賛同する小学校においては、残りの22問

のアンケートについても調査を実施した。2020年には、内容は同一であるが、回答欄に絵を入れる等し

て、より応えやすくなるように、改善を図った。本年度についても昨年同様にアンケートを実施する予

定である。

　2019年にすべての小学校で実施した10項目からなるアンケート調査結果から、学校における1.5SD 以

下の児童の割合が10％を超える小学校数は、41校中17校、うち2.0SD以下の児童の割合が7％を超える

小学校が8校あるという特徴が明らかになった。

　データの一致状況等から鑑みて、2015年以降の5歳児データを対象として、つまり、2015年の5歳児未

満について、5歳児時点でのデータを分析した。経済状況、家庭形態、検診データ、予防接種の回数な

どを検討した結果、経済的背景や、保護者の子育てへの関心やかかわり方が大切であることが示唆され

た。また、社会経済的背景や、子ども・子育てへの関心、環境評価等について、著しい特徴がある園が

明らかになった。また、経済状況因子と子ども関心因子のスコアが著しく乖離している園があることも

分かった。これらについては、ブラインドを維持しつつ、フィードバックを行い、希望の有無を確認し

て、今後、実践開発や研修開発を進めていく予定である。

今後の展望
　来年度も継続して、小学1年生対象の調査を実施し、分析したいと考えている。本研究により、社会

経済的状況や保護者の子ども・子育てへの関心状況から、支援を必要としていると予測される園が明ら

かになった。希望される園について、詳しいフィードバックや、コンサルテーション、実践および研修

開発、前後での環境評価のデータ比較と1年生調査の変化の確認を継続的に実施していきたいと考えて

いる。

　幼児教育の無償化は、保護者支援の観点からだけでなく、むしろ子どもの教育権利保障の観点から捉

えるべきであり、家庭における愛着形成や人間関係の希薄化に繋がらないような啓発が必要であると考

える。また、アンケート結果や環境評価の結果を根拠に、環境改善や教材の充実等、実際の措置を施

し、評価を教育の質の維持・向上を図るうえでの道具として活用すべきと考える。
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学習や学校生活における困難を改善する指導に関する実践研究

研究代表者
中尾　繁樹（関西国際大学 教育学部 教授）

研究協力者
前田　有香（尼崎市立竹谷幼稚園 教頭）

広瀬和佳菜（尼崎市立武庫幼稚園 教諭）

杉本かんな（尼崎市立園田幼稚園 教諭）

研究の概要
　「特別支援教育」は、児童生徒等一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や

学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導や必要な支援を行うものである。本研究では、本市

における幼児児童生徒等の実態を把握し、学習や学校園での生活上の困難を改善又は克服するための運

動プログラムの開発を行い、科学的根拠に基づく効果検証を行う。その上で、効果の高い実践を積み重

ね、市内学校園に展開することで、本市の子どもたちの豊かな学びや育ちに資することを目的とする。

教育総合センターが所管する「学びの先進研究サポート事業」で支援している教員の自主研究グループ

（尼崎インクルーシブ教育研究会）と連携し、実践研究を推進する。

　具体的には、サーキットトレーニング・ビジョントレーニング・ヨガトレーニング等の実践研究を行

い、運動プログラムの前後で子どもの変化を確認し、その効果を検証する。就学前教育も視野に入れ、

幼稚園での研究も推進する。市内の賛同を得られた学校園に効果の高い実践を展開し、実践の工夫改善

を図る。また、幼保小が連携した取組を検討・推進する。

　

期待される成果
　学校園の通常学級には、障害の有無にかかわらず、通常の条件の下では学習面や生活面で困難と感じ

ている子どもたちがいる。こうした子どもたちも特別な支援の対象に含め、教育の場や支援の内容につ

いても、一人ひとりの教育的ニーズに応える教育を実現する必要がある。そのニーズに応じた支援を行

うためには、学校園・学級で障害やそれに関連する困難を適切に把握し、子どもに寄り添った教育が展

開されることが重要である。本実践研究の結果、効果的な教育プログラムが確立されれば、その汎化を

図ることにより、学習や学校園での生活に困難を感じる子どもが減少し、より豊かな学びや育ちにつな

がることが期待できる。

研究の進捗状況
　本研究は、神経学的微細運動（SNS）のデータ結果から、子どものからだづくりや身体的不器用さに

ついて、「グッドイナフ人物画知能検査」「眼球運動検査」「タンデム歩行」「片足立ち」等を指標に

して、運動遊びの前後でどのようなデータの変化があったのかを明らかにしてきた。これらの結果か

ら、からだづくり運動を中心に据えた領域「健康」の保育課程の効果について、これまで指導者が経験
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や勘に頼っていた「身体的不器用さ」の捉えをエビデンスに基づいた、より客観的なものとして捉える

ことが課題となっていた。

　昨年度11月及び3月に基礎データ（グッドイナフ人物画知能検査：以下DAM、動、タンデム歩

行）、今年度7月に基礎データ（DAM、片足立ち）の収集および分析（行動解析ソフトオクタル8）を

行った。

現時点における研究結果の概要
DAM・眼球運動の改善にみられる各幼稚園での幼児の動きの変化

・ジャンプ⇒目標物を見て、目標物をタッチしようと手を伸ばして跳ぶ幼児が増えた。積み上げてきた

こともあり、目標物を見て跳べるようになった。膝を使ってジャンプするようになった。

・ケンパ⇒リズムよく、スムーズに進む幼児が増えた。

・青竹ふみ⇒一歩一歩確実に踏みしめて歩くことが意識できるようになった。また、青竹の上でバラン

スを崩す幼児が減りスムーズに進める幼児が増えた。ぐらついたり落ちたりせずに歩けるようになっ

たり、ケンケンパで体をピタッと止められるようになったりした。

・昆虫太極拳⇒中腰の姿勢で足を踏ん張ることを意識できるように繰り返し声をかけ見本を見せて行う

ことで、ふらつかずに踏ん張ることができるようになってきた。昆虫の動きが素早くなった。一つ一

つのポーズで止めようとする姿が増えてきた。

・眼球運動⇒2回目は動かずに座って人形を見ようとする姿が増えた。

・その他⇒靴下、上靴の脱ぎ履きが早くなった。1学期は保育室も変わり再び衝突などのけがが見られ

たが、2学期以降は衝突のけががまた減ってきた。遊びの中でも生活の中でも少しずつではあるが、

秋以降はぶつからないように避けたりかわしたり止まったりすることができるようになった。年長児

では友達と思い切りぶつかることが少なくなった。子ども達の中に、運動プログラムが習慣になった

ことで、自然に体づくりにつながる活動が取り入れられたことが良かった。

さらに眼球運動においては、かなりの園児で改善がみられた。（図1）運動プログラムは眼球運動の改善

に効果があると考えられる。
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今後の展望
　運動プログラムとボディイメージの発達、眼球運動の改善に効果が見られることはわかったが、運動

能力、認知能力の向上、不登園児の減少、欠席日数の減少、ケガの減少、集中力の持続他への効果も継

続して分析する必要がある。「身体的不器用さ」とからだづくり運動の効果を考えるにはデータ数が不

十分で、保育士や教師の勘や経験をエビデンスに基づいた客観的なものにするには、今後も継続的な研

究を必要とする。今後本研究は、神経学的微細運動（SNS）のデータ結果から、子どものからだづくり

や身体的不器用さについて、「グッドイナフ人物画知能検査」「眼球運動検査」「タンデム歩行」「片

足立ち」「投動作」「バイタルサイン」他を指標にして、運動遊びやヨーガ指導他の前後でどのような

データの変化があったのかを明らかにしてきた。これらの結果から、からだづくり運動を中心に据えた

領域「健康」の保育課程の効果について、これまで指導者が経験や勘に頼っていた「身体的不器用さ」

の捉えをエビデンスに基づいた、より客観的なものとして捉えることが課題となる。

　3園が今後継続して取り組んでいくことと尼崎市全体への普及をしていかなければならない。幼小連

携のからだづくりに向けて、小学校でも随時取り組んでいく必要がある。
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就学前教育の質が就学後の学力や健康に与える影響／学力に対する相対年齢効果の検証

研究代表者
中室　牧子（慶應義塾大学 総合政策学部 教授）

研究協力者
藤澤　啓子（慶應義塾大学 文学部 准教授）

深井　太洋（東京大学大学院 経済学研究科 特任研究員）

埋橋　玲子（同志社女子大学 教授）

山口慎太郎（東京大学大学院 経済学研究科 教授）

伊藤　寛武（慶應義塾大学 政策メディア研究科 後期博士課程）

大竹　文雄（大阪大学大学院 経済学研究科 教授）

研究の概要
⑴　就学前教育の質が就学後の学力や健康に与える影響

　最近の研究では質の高い就学前教育が就学後の学力等に与えるプラスの効果が大きいことを強調す

る研究が増えている。尼崎市の保育環境の質が就学後の学力等に与える因果的な効果を明らかにする

ことを試みる。

⑵　学力に対する相対年齢効果の検証

　生まれ月が就学後の成果に与える影響を「相対年齢効果」と呼び、海外ではすでに多くの研究が行

われている。本研究では、学力、健康、体力、行動、教員とのかかわりなどの面で、尼崎市の就学期

の子どもたちにも相対年齢効果の存在を確認する。

期待される成果
⑴　就学前教育の質が就学後の学力や健康に与える影響

　本研究は、海外で行われているような発達初期の保育環境と、その後の子供の教育成果の因果関係

を明らかにするものであり、どのような保育施設や保育環境が子供の発達や健康、学力にプラスの効

果を持つのかを明らかにし、尼崎市の保育を質の高いものにできる知見を提供する。

⑵　学力に対する相対年齢効果の検証

　国内外で相対年齢効果の存在を指摘する研究は多く、諸外国ではすでにさまざまな対策が取られて

いる。例えば、早生まれの子どもは入学学年を選べるRed-shirtingや入学前に早生まれの子を対象に

した補習授業やガイダンスがある（カリフォルニアのTransitional Kindergarten 101などが有名）。

こうした大規模な制度変更は、国の方針との整合性もあり難しいものの、子供本人が選択できない生

まれ月によって格差が生じるという不平等をどのように緩和していくかということは重要な政策課題

であると思われる。
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研究の進捗状況
　過去20年間の保育の利用者がどのように変化してきたのかということについて記述統計的な分析を行

い、政策提言を行うことを目標とする。母子家庭や生活保護受給家庭の児童の割合の変化、待機児童解

消に対する分析、尼崎市内の保育施設で実施した、「保育環境評価スケール」（エカーズ）による調査

を行い、他の自治体や海外で行われた結果と比較し、尼崎市の特徴について分析を行っていく。

現時点における研究結果の概要
　母子家庭や生活保護受給家庭の児童の割合がどのように変化してきたのかを見ると、母子世帯割合が

減少、生活保護受給世帯もわずかに減少している。

　次に、保育料の分布をみると、保育所を利用する世帯の所得が徐々に高くなってきていることが明ら

かとなり、児童の年齢別にみた一人当たり平均保育料も上昇してきていることがわかる。従って、①保

育所の利用者の増加、②収入の高い世帯の利用の増加、という２つの理由から、尼崎市における保育所

利用料の歳入は増加しており、単純計算でも過去20年間で約２倍になっていることがわかる。以上のよ

うなことを鑑みると、現在の幼児教育無償化は高所得世帯への所得移転という批判は免れない。した

がって、今後の政策は保育所を福祉的なものと位置付けるのではなく、共働き世帯のサポートの役割へ

変化したことを自覚したうえで行われる必要がある。

　また、保育所に通うかどうかは２歳までに決まるのが主流であることもわかる。保護者の育児休業取

得可能期間が１年だとすると、待機児童の解消のためには１歳児の定員をどのように増やすのかが重要

であると見られる。

　最後に、昨年度、市内30か所で実施した、保育所・園（３歳児クラス）を対象にしたエカーズ調査の

結果を、他自治体の結果や他の国で行われた結果と比較し、尼崎市の特徴について解説する。

　就学前及び就学後のBMIに対する相対年齢効果の推定によると、１歳６か月・３歳時点の健診の結果

をみるとBMIに対する相対年齢効果は観察されない。ただし、３歳ごろになると、相対年齢が高い方が

小児科所見で精検・追跡調査・助言指導に該当する児童が少なくなる傾向が顕著に表れている。これが

事実として発達に問題があるのか、発達に問題があるという診断がついているだけなのかははっきりし

ないが、相対年齢による格差が３歳くらいから始まっていることがわかる。就学後については、男女

ともに相対年齢が高い方が、BMIが高い傾向があり、特に小学校高学年から中学生にかけて相対年齢が

BMIに与える影響が大きくなることがわかっている。

今後の展望
　分析の結果から、保育制度の社会的な役割が変化しつつあり、福祉的なものから、「共働き世帯のサ

ポート」へとシフトしていることがわかった。今後は、その社会動向を踏まえた保育施策の展開が必要

である。

　また、尼崎市内の保育施設・幼稚園等で実施した、「保育環境スケール調査」の結果を踏まえ、尼崎

市の保育環境の特徴を分析するとともに、その保育環境が就学後にどのような影響を与えているか等に

ついても分析を進める。
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周産期から幼児期までの状況が発達や学力の向上に与える影響

研究代表者
西山　将広（神戸大学大学院 医学研究科 講師）

研究協力者
飯島　一誠（神戸大学大学院 医学研究科 教授）

永瀬　裕朗（神戸大学大学院 医学研究科 特命教授）

冨岡　和美（神戸大学大学院 医学研究科 特命助教）

山口　　宏（神戸大学大学院 医学研究科 特命助教）

大東　寧代（尼崎市こども青少年局 発達相談支援課 参事）

研究の概要
　発達障害の予測因子として周産期から幼児期までの様々な状況（早産、低出生体重、母体喫煙、発達

のマイルストーン不通過）が報告されており、児童の発達や学力の向上を目指す上でも周産期から幼児

期までの状況を分析することが必要である。本研究では、周産期から幼児期までの状況と就学後の発達

や学力を縦断的に追跡することで、児童の発達、学力に与える状況が何かを明らかにする。さらに、乳

幼児期のどのような環境（家族構成、生活習慣、保育環境など）が発達や学力の向上に寄与しうるかを

分析する。

期待される成果
　本研究では、周産期から幼児期までの状況と児童の発達や学力を縦断的に分析することで、周産期因

子、生後の環境因子がどのように学力を始め、その後の発達や困難の克服、自己肯定感の向上等に影響

するかが明らかとなる。周産期因子において発達の課題や学力が低い可能性が予測された場合には、生

後の環境因子を整えることで、生活や就学時における困難の克服や、最終的な学力向上を達成できる可

能性がある。さらに、個別のニーズに応じて、最適な乳幼児期の生活習慣を知るとともに、画一的では

ない最適な教育環境の提供に貢献することが期待され、児童が学校・家庭での日々の生活を快適に送る

ことに寄与する。

研究の進捗状況
　出生時データ、1歳6か月児・3歳児健診のデータ（総合判定、身体発育、精神発達）、就学後の学力

データ（国語、算数）を統合して分析した。

　出生時の状況（性別、出生体重、在胎週数）、1歳6か月までの状況（健診での異常の指摘、身体発

育、精神発達）と3歳時点での発達との関係を分析した。さらに、周産期因子、1歳6か月までの状況と

学力との関係を分析した。
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現時点における研究結果の概要
⑴　出生時の状況、1歳6か月までの状況と3歳時点での発達との関係

　3歳児健診での総合判定にてフォローが必要となる割合は、男児で高かった（男児：19.9%、女児：

17.0%）。特に、3歳児健診で身体所見のチェックが入る割合は性差が小さかったのに対して（男児：

9.4%、女児：9.0%）、精神発達のチェックが入る割合は顕著に男児で高かった（男児：7.3%、女児：

2.4%）。出生体重や在胎週数は3歳時点での発達と相関を認めたものの、影響は小さかった。ただ

し、出生体重が1500g未満の児と、在胎週数33週未満の児では、3歳時点でチェックが入る割合が高

かった。

　1歳6か月健診での状況と3歳時点での発達との関係においては、1歳6か月時点での精神発達で

チェックが入った場合は3歳時点での精神発達でのチェックと強い相関を認めた。

⑵　出生時の状況、1歳6か月までの状況と学力との関係

　男児、低出生体重、早産は、それぞれ学力と負の相関を認めた。出生体重と早産による影響は国語

に比べて算数で大きかった。

　1歳6か月健診で精神発達にチェックが入る児は、チェックが入らなかった児と比べて、学力が低

かった（1歳6か月でチェックあり：国語の平均点72.3点, 算数の平均点74.6点。チェックなし：国語

76.2点, 算数77.2点）。

　低出生体重児、早産児であることは、3歳時点での発達および就学後の学力に影響するが、男児と

女児の性差に比べて影響は小さかった。ただし、出生体重が1500g未満の児および在胎週数33週未満

の児では、精神発達や学力低下との関連が強く、これらの児に対しては特別な配慮や支援の必要性が

高いことが示唆された。

今後の展望
　今回までに検討できていない周産期因子や幼児期までの状況と、発達および学力との関係を分析す

る。1歳6か月および3歳児健診での個別のマイルストーン通過状況とその後の発達および学力との関係

を明らかにするとともに、周産期から幼児期早期までの状況と身体発育との関連についても調査した

い。さらに、周産期から幼児期早期までの状況にて層別化された対象において、その後のどのような環

境（家族構成、生活習慣、保育環境など）が発達や学力の向上に寄与しうるかを分析する。
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尼っこ健診・生活習慣病予防コホート研究

研究代表者
岡田　知雄（神奈川工科大学 応用バイオ科学科 教授）　※令和2年4月まで

野口　　緑（大阪大学大学院 医学系研究科 特任准教授）

　　　　　　※令和2年5月から

研究協力者
原　　光彦（東京家政学院大学 人間栄養学部 教授）

磯　　博康（大阪大学大学院 医学系研究科 教授）

絹田　皆子（大阪大学大学院 医学系研究科 特任助教）

岡田　知雄（神奈川工科大学 応用バイオ科学科 教授）　※令和2年5月から

原　　光彦（神奈川工科大学 兼任講師）

岩田富士彦（若草子どもクリニック院長）

阿部百合子（神奈川工科大学 助教）

斉藤恵美子（東京家政学院大学 人間栄養学部 教授）

野口　　緑（大阪大学大学院 医学系研究科 特任准教授）※令和2年4月まで

研究の概要
【研究１】①11歳・14歳の身長や体格（肥満度）に、出生時体重は関連があるか、②肥満度がより大き

いと、生活習慣病リスク因子である血圧値・LDLコレステロール・HbA1cはより増加し、

HDLコレステロールはより減少するか、の2点を検証するため、2010年～2016年の間に、11

歳時または、14歳時に生活習慣病予防健診（通称；尼っこ健診）」を受診した集団（15,658

人）を対象にした縦断分析を行った。

【研究２】11歳、14歳の肥満度に関連する生活習慣を明らかにするため、2017年に、健診を受診した子

ども11歳（男子694人、女子713人）14歳（男子390人、女子417人）それぞれを対象にした横

断分析を行った。

【研究３】11歳から14歳の生活習慣（総活動量）の変化が、14歳の肥満度に影響するかどうかを明らか

にするため、2017年に14歳で、11歳時も健診を受診した子どもの集団（645人）を対象にし

た縦断分析を行った。

　　　　　肥満度は、連続変数での分析に加え、肥満区分（やせ、普通、肥満（肥満度20%以上）にお

いても確認した。

　これらの結果から、出生時の体重・身長が11歳、14歳の肥満度、生活習慣病関連リスクの有無を予測

する可能性が示唆されたため、出生時体重に影響する背景要因（母の非妊娠時からの体重増加量、身体

活動、食生活、職業の有無、喫煙）と出生時体重との関連を分析する必要があると考えている。また、

14歳の肥満が20歳時の生活習慣病リスクになるかどうかを明らかにするため、14歳健診受診者をコホー

トとした縦断研究を検討したい。
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期待される成果
　成人期と同様に、小児期の肥満が他の生活習慣病リスク因子と関連していることが明らかになれば、

小児期の肥満改善が将来の生活習慣病及び循環器疾患の予防に貢献する可能性がある。また、どのよう

な生活習慣が肥満に関連するかが明らかになることで、教育や家庭での具体的な肥満予防、推奨すべき

生活習慣の提示につながる。

研究の進捗状況
　生活習慣との関連についての分析において問診結果が重要であるが、データ入力形式がまちまちなた

め、解析に使用できる形式にするためのデータクリーニングに時間を要していたが、今後は、肥満度を

カテゴリー化した分類（やせ、普通、肥満）や各リスク因子と生活習慣との関連について分析を行う。

また、尼っこ健診受診時に、母子手帳の情報（妊娠中の体重増加、貧血、蛋白尿の有無）や生活習慣に

ついてのアンケート協力が得られれば、出生時体重の背景要因の検討を進めたい。

現時点における研究結果の概要
　分析結果として、以下の点が確認された。

・出生時の体格が11歳、14歳を予測する可能性があることが示唆された。

・11歳、14歳とも、肥満度と血糖値を除く生活習慣病関連リスク因子の値が有意に正の相関（HDLコ

レステロールは負の相関）を示した。

・肥満度と関連する生活習慣では、11歳は男女とも就寝時間が22時以降になること、男子は1日の総活

動量が120分未満であることが肥満度の増加に有意に関連した。14歳では、総活動量が120分未満であ

ることのみが有意な関連を示した。女子は11歳、14歳とも、出生時体重と有意な関連を示した。

・14歳時の肥満度と11歳から14歳の総活動量との変化との関連については、男子において、11歳時の総

活動量に関わらず、14歳時の総活動量が120分未満群で120分以上群に比べて有意に肥満度が大きいこ

とが明らかとなった。

　　

　この集団においては、低出生体重児がより生活習慣病を発症しやすいという、いわゆるDOHad

（Developmental Origins of Health and Disease, David Barker胎児プログラミング仮説）は、思春期

においては確認できなかった。さらに長期的な追跡が必要と考えている。

今後の展望
　これらの分析において、女子の出生体重との関連性は、Barker説やDOHaD説の一部を説明する可

能性があるが、今回の調査では､低出生体重児の標本数が少なく、全てを説明するまでにはなっていな

い。これらや､母体の非妊娠時のBMI、妊娠中体重増加など今後の課題として検討したい。

　また、これまでに明らかになっている結果を具体的に尼崎市の施策に落とし込んでいただけるよう、

調整いただけると大変有難いです。





研究所報告会記録
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　皆様こんにちは。尼崎市長の稲村です。ご
視聴の皆様、そして、いつもお世話になって
おります研究員の先生方、本当にありがとう
ございます。
　尼崎市がこの学びと育ち研究所を立ち上げ
て、今年で４年目になります。この成果発表
会は３回目ですが、今回、初めてのオンライ
ンでの開催ということになりました。コロナ
に負けず、引き続き頑張っていきたいと思っ
ておりますので、よろしくお願い致します。
この研究所では、教育という分野においても、
しっかりとデータやエビデンスに基づくいろ
いろな事業の検証と、それを踏まえた、より
良い政策を目指していきたいということで立
ち上げられたものです。そして、特に重視し
ている特徴として、基礎的な学力は元より、
これからの子どもたちが、正解のない非常に
不確実性の高い時代を生き抜いていかなけれ
ばならない中にあって、いわゆる非認知能力
と言われる「協調性」や「コミュニケーショ
ン力」、「自ら考える力」、「やり抜く力」といっ
た部分を総合的に考えたうえで、子ども自身
の努力や責任と関係のない格差を拡大させる
ことがないようにしていきたいと考えていま
す。
　そうした点からも、就学前から子どもたち
への影響をしっかりと見て、学校教育との連
続性も重視していきたいというところに重点
を置いた取組を各先生方に研究いただいてい
る次第です。

　もちろん、短期的なフィードバックが叶わ
ない分野もありますけれども、私たちは行政
の一つの責任として、中長期的なデータの蓄
積が可能であるということに対して、しっか
りと責任を果たしていきたいですし、義務教
育を実施している基礎自治体として、学校に
在籍する期間は元より、その子たちが卒業後
にしっかりと生きる力を土台として身に付け
られるかどうかということに責任を果たして
いきたいと考えているところです。
　今日の研究も、そういった取組に大いにつ
ながっていくものと期待しておりますので、
皆さんも最後まで是非ご覧ください。先生方、
今日はどうぞ最後までよろしくお願い致しま
す。

開会挨拶

尼崎市長　稲村　和美
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　皆さん、はじめまして。山口慎太郎と申し
ます。よろしくお願い致します。
　今年の４月より、尼崎市学びと育ち研究所
の主席研究員として、尼崎市のデータを使った
研究をさせていただくことになりました。普段
は東京大学で研究と教育に携わっています。
　今日は初めてということなので、自己紹介
を兼ねた形で長めにお時間をいただいていま
す。まずは、「学びと育ちの経済学」と題して、
エビデンスに基づいた教育政策とはどんなも
のであるのかについて概要をお話しします。
その後、幼児教育についてどんなエビデンス
があるのか、私自身の研究や世界中の幼児教
育研究から俯瞰して何が言えるのかといった
点についてお話しします。最後に、これから
は尼崎市のどのようなデータを使って、どん
なことを知りたいのか、また、そこで得られ
た研究所の知見というのは、将来的に尼崎市
の教育政策にどのように役立てることができ
て、市民の皆さんにとって、どんなメリット
があるのかという点についてまでお話しして
いきたいと思います。
　この報告会は、今回で３回目ということで
すから、すでに過去２回報告会もされている
わけで、大竹所長をはじめ、さまざまな先生
から、基本的な点についてはお話しされてい
ると思います。私からも改めて冒頭に、エビ
デンスとはなにか、なぜエビデンスが教育に
必要なのかという点について、今一度、整理
しておきたいと思います。

　カタカナで「エビデンス」と言うと、科学
的根拠であるとか、実証的根拠といった訳が
よく当てはめられます。エビデンスは、大き
く分けると２種類あると言われています。ま
ず１つ目は、現状の把握のためのもの。地図
で言えば、今、自分がどこにいるのかをしっ
かり把握しようということですね。教育に即
して言うと、貧困家庭数がどれぐらいあるの
かといったことです。こうした家庭は、おそ
らく経済的な支援が必要であるにせよ、そう
いった家庭がどれぐらいあるのかをしっかり
把握しなければならない。
　そして、教育政策の目的の一つというの
は、子どもの学力の向上にあるわけですが、
では、そもそも今、子どもの学力はどれくら
いなんだろう、ということ。学年が上がるに
つれてどういうふうに伸びていくのか、他の
近隣自治体と比べて尼崎の子どもたちの学力
がどうなっているのだろうといった点につい
て、まず把握していくことが必要です。また、
子どもたちの状況を良くしていくための政策
というのは、もちろん先生方の愛情、親の努
力といったものが必要になるわけですが、同
時に、具体的な施策に落としていくためには
お金も必要な訳です。そのための教育予算が
どれぐらい注がれているのだろうかというの
も、しっかり確認していって、常に自分たち
は、どのような位置にいるのかを確認するこ
とが、より良い政策のための第一歩になると
考えています。

基調講演
「学びと育ちの経済学
　～エビデンスに基づいた教育政策とは～」

尼崎市学びと育ち研究所 主席研究員　山口　慎太郎
（東京大学大学院 経済学研究科 教授）　
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　そうした点では、尼崎市が普段から業務上
利用している行政データは宝の山だと言えま
す。とはいえ、尼崎市だけが特別に持ってい
る情報という訳では必ずしもないんですね。
どんな自治体でも通常の業務をする上で、い
ろいろとデータが発生しています。一方で、
多くの自治体では、それが利用可能な形で必
ずしもまとめられていない。まとめられてい
ないと、現状把握で、例えば貧困家庭数はど
うなっているのだろう、子どもの学力はどう
なっているのだろう、という疑問に対して、
直ちに答えが出てこないわけです。他の自治
体もデータ自体は持っているかもしれないの
だけれど、尼崎市がトップランナーとして果
たしているのは、そういったデータを利用可
能な形で整理しているというところにあると
理解しています。
　もう１種類のエビデンスというのは、政策
効果を把握するためのエビデンスです。この
辺の話は、中室牧子先生の「原因と結果の経
済学」に非常に詳しく書かれています。ある
政策を行ったときに、それがどんな効果を持
つのかという点については、実はデータを見
ているだけでは、確かなことは言えないんで
す。もう少し具体的に言うと、幼児教育は非
認知能力を改善するということが言われてい
るのですが、これをデータ上検証するという
のは非常に難しい。専門家のスキルが、どう
しても必要になってくるわけです。つまり因
果関係の検証というのは、研究者が重要な役
割を果たすわけです。この部分で、尼崎市の
学びと育ち研究所の大竹所長をはじめ、研究
員の先生方の役割が大きな部分になる訳です。
　したがって、尼崎市が持つ行政データとい
う宝と、また学びと育ち研究所という人材の
宝、この２つが車の両輪となって、よりよい
教育政策を進めていくために活躍していると
考えてください。
　では、エビデンスというのは、どうして教

育政策に必要なんだろう、という点ですが、
教育政策を考える時によくとられる手段とし
て、経験豊富な先生、あるいは教育関係者の
方のご意見を伺うというものがあります。も
ちろん、そうした先生は経験が豊かな訳です
から、当然ご意見を伺って、どういうふうに
考えるべきなのかといった点について、参考
にするところは多いと思います。とはいえ、
個人で経験できる範囲というのは非常に限ら
れているわけです。
　例えば、１人の先生を考えた場合には、い
ろんな生徒・児童と授業などで関わるわけで
すし、また、部活などの課外活動でも、いろ
いろ関わることがあると思います。しかし、
たかだか 100 人ぐらいの子どもについてし
か、1 年間、詳しく知ることができないかも
しれない。一方で尼崎市だけを見ても、小学
校の児童数は２万人を超えているわけです。
そういうことを踏まえると、たとえ経験豊富
な先生といえども、世の中全体のごく一部に
ついてしか、やはり知ることができない、見
えていないという問題が現実にあるわけで
す。また、そうした経験に基づく判断の正し
さというのは、客観的には、なかなか保証さ
れにくいものがあるわけです。
　一方、政策というのは、市のレベルで行う
のなら、市の全域に影響が及ぶわけですし、
もっと大きく日本全体の教育政策ということ
になると、日本中の子どもに影響が及ぼされ
るわけです。個人の経験を拡張してできる議
論というものには限界があるため、全体への
影響を正しく見通すためには、全体像をつか
むためのデータが不可欠になります。また、
近年は政策に対する説明責任というものが今
まで以上に求められるようになってきていま
す。エビデンスには、地域住民の方や関係者
の方への説明に、客観的な根拠を確保できる
というメリットもあると考えています。
　ここまでは、エビデンスは素晴らしい、と
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いうトーンで話をしてきたんですが、では、
何でもかんでもエビデンスに従って決めれば
いいのか、あるいはエビデンスを提供する科
学者の言うことを黙って聞くべきなのかとい
うと、もちろん、そんなことはないわけです。
まず、エビデンスにも質の良し悪しがある
ということを指摘しておきたいと思います。
データを分析して、何らかのエビデンスが
あったと言っても、そこから得られた結果の
信頼性には高いものもあれば低いものもある
わけです。どのエビデンスの質が良く、信頼
性が高いのか、あるいは低いのかといった点
については、やはり判断は専門家でなければ
できない部分があります。そうした点につい
ては、私たち研究員から一般の方にもわかる
形で、エビデンスの持つ意味、あるいは確か
らしさについて、日々、コミュニケーション
を持っていきたいと考えています。
　また、エビデンスというのは、正しい政策
を見つける上での判断材料の 1 つに過ぎない
ということも、やはり確認しておかなければ
なりません。例えば、あるエビデンスによる
と、ある政策は子どもの学力を伸ばすという
ことが分かったとします。一方、もう一つの
エビデンスは、子どもの非認知能力を伸ばす
ということがわかったとします。その場合、
どっちの政策をとればいいのだろう、という
難しい問題に直面するわけです。ここでどう
いう政策を具体的に取るかというのは、民主
主義のプロセスによって決まっていくわけで
す。どういう子どもたちに将来育ってほしい
のかといった価値観によって、ある種の正解、
正しい政策、取るべき政策、というのが明ら
かになっていくわけです。そうしたプロセス
を助けていくのが研究、あるいはエビデンス
というものだというのが、私の理解するとこ
ろです。
　ここまでは前置きのような話になってしま
いましたが、では、もう少し具体的にどんな

エビデンスがあるのかということで、私の専
門の一つから、幼児教育のエビデンスについ
て、私自身の日本の研究と世界における研究
の両方をご紹介したいと思います。
　世界中には、幼児教育についての様々な研
究があるんですが、全体を俯瞰してざっくり
言うと、「幼児教育は子どもの発達に有益で
ある」ということが、かなり確かな形でわかっ
てきています。
　具体的にどういうことかと言うと、幼児教
育は子どもの認知能力、平たく言うと頭の良
さを改善します。同時に、問題行動、例えば、
他の子を叩いてしまうとか、落ち着きがない
といった傾向を減らすということがわかって
います。これは別の言い方で「非認知能力の
改善」という言い方もされます。
　そして中でも、こうした幼児教育の良い影
響を受けるのは、恵まれない階層の子どもた
ちです。もちろん幼児教育を受ける子どもさ
ん、その親御さんについて大きなメリットが
あるのは確かですが、非常に興味深い発見と
して、子どもを持たない人であっても、幼児
教育の利益を間接的に享受しているんだとい
うことが経済学の世界の中では言われていま
す。
　恵まれない階層の子どもさんというのは、
不幸にもその環境の悪さゆえに、将来、犯罪
に関与してしまう可能性が高めであるという
ことが世界中の様々な研究で知られていま
す。しかし、こうした恵まれない子どもたち
に幼児教育を提供することによって、将来、
犯罪に関与する確率を減らすことがわかって
います。それと同時に、本人の労働所得が増
える、大人になった時に、よりたくさん稼げ
るようになります。幼児教育を受けていな
かったら、場合によっては社会福祉を利用し
ているわけです。つまり、公的な支出が必要
になってしまう。ところが、幼児教育を受け
ることによって労働所得が増加する。結果的
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に、今度は、税金を納める側の立場に変わる
わけですね。こうしたプロセスを通じて、幼
児教育を子どもが受けることによって、子ど
もを持っていない人にとっても、社会全体に
とっても、大きな経済的な利益が提供される
ということがわかってきています。
　では、海外の話はわかったと。では、日本
についてはどうなんだということになると、
私たちの研究グループの結果も同様のことを
示しています。
　私たちの研究では、保育園通いが子どもた
ちにどんな影響を及ぼすかを、２、３歳児を
対象に分析を行いました。幼児教育と保育園
というと、全く同じではないのではと思われ
るかもしれないですが、海外の研究では、そ
の辺りの区別が薄いということと、日本にお
いても保育園というのは幼児教育の機能を併
せ持っているということで、保育園通いの子
どもたちを分析しています。
　分析の対象としたのは、子どもたちの言語
発達、あるいは多動性、攻撃性です。そして、
幼児教育の効果というものが家庭環境でどう
違うのか。保育園が子どもに良い影響を及ぼ
すことがわかっているのですが、私たちの研
究の特徴としては、そのプロセスについても
見ている点です。
　特に重要な役割は、お母さんであることも
分かりました。その研究では、データとして
21 世紀出生児縦断調査という、日本中を対
象にした厚生労働省による大規模調査から得
られたデータを使っています。
　この分析では、2001 年生まれの子どもた
ちと 2010 年生まれの子どもたちを、出生時
点から追跡調査しています。調査項目には、
子どもの発達に関するものと、家庭環境に関
するものが含まれています。ここで分析対象
にしたのは、二人親の家庭の子どもおよそ 7
万人です。精度を高めて分析結果を信頼でき
るものにするため、対象となる人数が大きく

なければいけないわけです。そのため、今回
は対象を「二人親」としています。一人親の
家庭の子どもの境遇は研究対象としないとい
うわけではなく、データを取りやすいところ
から始めたとご理解ください。一人親の家庭
の子どもたちの状況というのも、やはり非常
に気になるところです。
　詳しい結果はスキップしますが、何が分
かったのかというと、幸い日本においても幼
児教育は有益であるということが分かりまし
た。具体的には、まず、言語発達を促進する。
より言葉がたくさん出てくるようになる。そ
して社会的、経済的に恵まれない家庭の子ど
もについては、社会情緒的能力が改善してい
る。もっと言うと、攻撃性や多動性が減少し
たという結果が得られました。また、この研
究で興味深いのは、保育園を利用すること
が、母親に対しても好影響を及ぼしたという
点です。恵まれない家庭では、子どもに良い
影響があったというのが分かったんですが、
同時にお母さんに対しても良い影響がありま
した。具体的に言うと、しつけの質が改善さ
れたということが確認されています。しつけ
の質って何だろうと言うと、簡単に言うと、
子どもが悪いことした時に叩いて罰を与えな
い、体罰をしないということです。子どもが
何か悪いことをしたら、当然、親としてイラッ
とすることもあるんですが、そこで叩きたく
なる気持ちを抑えて、なぜそういうことをし
ちゃいけないのか、ちゃんと言葉で説明する
ということは、実は、子どもの発達に重要な
んですね。私たちの研究ではないのですが、
叩いて躾けられた子どもというのは、他の子
どもを割と気軽に叩いてしまうという傾向を
明らかにした研究があります。叩かれると暴
力に対する抵抗感が薄れてしまって、他の子
に暴力を振るってしまうという傾向があるよ
うなんですね。したがって、躾ける上では言
葉で説明するというのは、実は思っている以
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上に重要なことなんです。家庭の状況によっ
てグループ分けしているのですが、特に恵ま
れない家庭の子どもさん達と全家庭の平均、
いずれも良い影響は出ているのですが、その
良い影響というのは、恵まれない家庭の子ど
もたちに特に強く表れています。
　次に、躾の質とお母さんから見た、ご自身
が感じている幸福度です。これについても恵
まれない家庭の方が大幅に改善していること
が分かります。では、なぜ子どもの多動性、
攻撃性が減少するのか。言い換えると社会情
緒的能力が改善されるのかというのには、い
くつか理由があると思います。
　１つはやはり、保育所で保育士さんたちは
保育のプロですから、ちゃんと訓練を受けて
きたわけですね。そうした先生のもとで生活
をするということ、それ自体が直接的にいい
影響があるというのは、もちろん考えられる
わけです。しかし、他にも影響を与えるメカ
ニズムがあるのではないかと思って分析した
結果、一つ面白いルートがあることが分かり
ました。
　まず保育園を使うと、お母さんの子育てス
トレスが減少する。これはどういうことかと
いうと、保育所を使うには、基本的には共働
きにならなければいけないということで、家
計所得が増えるわけですね。もちろん、お金
が全ての問題を解決するわけではないんです
けど、お金があるとお金の心配が減るので、
そこから子育てストレスが減少している可能
性がある。それと同時に、日本ではどうして
も子育てはお母さんがするものという意識が
強過ぎるので、保育所を使わない場合には、
24 時間、四六時中、お母さんがつきっきり
で子どもの面倒を見なければいけなくなって
しまう。子どもはかわいいとはいえ、そうい
う状況になったら、やっぱり子育てのストレ
スも無視できないものになってくると思うん
ですね。ところが保育所を利用すると、保育

所に預けている間は働いているわけで、その
働くことは、もちろん大変なことなんだけれ
ど、24 時間の子育てよりは、ちょっとマシ
かもしれないということで、保育所利用に
よって母親の子育てストレスが減少するので
はないかと考えています。
　そして、イライラしなくなったら、子ども
を叩かないで辛抱強く、「こういうことはして
はいけないんだよ」ということも言えるよう
になるわけです。結果、しつけの質が向上する。
最終的に、そうした家においても、しつけの
質が良くなるために、子どもの多動性、攻撃
性が減少するのではないかと考えています。
　こうした研究から何が分かったのか、具体
的にどういう政策に落とし込んでいけばいい
のかという点について、私の見解をまとめて
みました。
　第一に、恵まれない家庭には、利用機会の
拡大をしてほしいと考えています。その背景
にあるエビデンスとしては、恵まれない家庭
の子どもほど、保育所利用の恩恵が大きいと
いう点です。それと同時に、保育所を利用す
ることによって、恵まれた家庭の子どもたち
と、恵まれない家庭の子どもたちが同じ土俵
に立って育つことができるようになるわけで
す。出自による格差を縮小することに大きく
繋がっているわけです。この点も平等性の観
点から、望ましい方向に向けることができる
と考えています。
　そうは言っても、「保育園、幼児教育って
すごくお金がかかるよね。」というのはもう
誰もが知っているところです。常に政策でも
大きな議論になるところなんですが、では、

「そのお金って、いったい誰が負担すればい
いの。」という点についてなんですが、私の
意見としては、これは社会全体で費用負担す
べきだと考えます。
　どうしてかと言うと、これは我々自身の研
究だけではなく、海外の発見に基づいている
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部分が多いのですが、幼児教育の経済的利益
の大半というのは犯罪の減少と、福祉依存の
減少なんですね。こういったものが減ること
によって、誰がメリットを受けるのかという
と、これも社会全体である。社会全体に利益
をもたらすのだから、その費用も社会全体で
負担するのがフェアだろう、というのが私の
考えです。
　では、学びと育ち研究所で、どういった研
究を今後やっていくのかという点について、
その研究計画的なものをお話しさせていただ
きたいと思います。
　ここまで、幼児教育は素晴らしい、という
話をしてきたんですが、実はすべての子ども
が幼児教育を受けているわけではありませ
ん。そうした子どもたちのことを「無園児」
と呼ぶんですが、この無園児というのは、保
育所や幼稚園などに通っていない子どもたち
で、全国でだいたい３％ぐらいいると言われ
ています。３％という数字は小さいんですが、
それだけにこの子たちがどんなふうに育って
いるのか、あるいは、どうして保育園にも幼
稚園にも来ていないのか、ということについ
てはあまり詳しいことはわかっていないんで
すね。仮に保育園でも幼稚園でもない形で、
良い教育を受けていて、健やかに育っている
のであれば、あまり行政が心配する必要はな
いと思います。
　しかし一方、保育所、幼稚園に来ることに
よって、より認知能力・非認知能力が上がる
という大きなメリットを享受できる子どもた
ちが、何らかの理由で通えない、あるいは通
わなくなっていたら、そこに対して行政が何
らかの支援の手を差し伸べるというのは意味
があることではないかと考えています。
　ということで、我々がやろうとしている研
究の第一段階として明らかにしたいこととし
て、ここに３点書かせていただいています。
第一に、いわゆる無園児、幼稚園にも保育園

にも来ていない子どもたちは、その後、小学
生になった後、どういう発達の度合いを見せ
ているのか。そして、どういう家庭に無園児
が多いのか。経済的な困窮が問題にされるこ
とも多いのですが、必ずしも経済的な問題だ
けではないと言われています。どうしてかと
言うと、経済的に困窮している家庭について
は、支援が既に自治体からなされているわけ
で、そうした支援があったとしても幼稚園に
来ていない子どもたちがいるというのは、ど
ういう事情があるのだろうか、というのを見
ていきたいと考えています。
　そして、３点目に挙げているような通園の
障壁があれば、どうやって解決することがで
きるのだろうかというところが、これから見
ていきたいところです。では、そういう研究
をして、どんな良いことが尼崎市にとって市
民の皆さんにとってあるのか、ということな
んですが、こうした研究から得られた知見が、
尼崎市による今後の子育て支援施策の充実に
つながっていくことを期待しています。具体
的には、通園の障壁を取り除くような取組と
いうのを見つけ出すことによって、市におけ
る幼児教育の一層の利用促進を図っていく。
そうすることで、子ども本人とその親の幸福
に寄与することができる。子どもの認知・非
認知能力の発達にも繋がるし、親にとっても
子育てストレスが低減し、幸福度が上昇する。
非常に望ましいことだと思うので、子どもと
親にメリットがある、それだけで十分やる価
値のあることだと思うんですが、それにとど
まらず、長期的には公的負担の減少、また、
公平・平等な社会を達成できるようになるわ
けで、そうした世の中で生きていけること自
体、多くの市民にとってメリットがあると思
いますし、公的負担の減少というのは、かな
り具体的に分かりやすい経済的なメリットだ
と考えています。私からは以上です。どうも
ありがとうございました。
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　学びと育ち研究所の所長をしております大
竹です。今、山口先生から報告がありました
とおり、エビデンスに基づいて就学前、そし
て就学時の教育についての研究を行っていく
ということですけれども、今回、いくつか私
のチームで行ってきた研究を紹介させていた
だこうと思います。
　１つ目は、講演タイトルにありますとおり、
出生時の体重、そして貧困、相対年齢という
ものが子どもの認知能力や非認知能力、そし
て身長・体重という健康面の成長について、
どのような影響があるのかという研究を行っ
た結果です。
　まず、この研究の背景をお話ししたいと思
うんですけれども、出生体重が小さい、低体
重で生まれる子どもが増えているのが日本の
特徴です。男の子も女の子も、低体重で生ま
れる率が高い。これは国際的にも、日本は非
常に低体重で生まれる子どもたちが多いとい
うことがわかっています。出生体重は、出生
時点の健康状態の代理変数とされています
し、その後の健康状態にも影響するとも言わ
れています。
　そして海外での研究では、学力あるいは学
歴というものに影響するのではないかという
研究も多くあります。ただし、出生体重その
ものは、親や家庭環境の影響を受けますし、
学歴の高い親というのは、出生時の健康状態

が悪化しないように、より健康に注意してい
る可能性がありますし、遺伝的な特性もある
かもしれないということで、この部分をきち
んと研究していくということは非常に重要な
こととなっています。
　そうした問題を学問的に厳密に評価した研
究がずいぶん増えてきました。ここに示した
ような研究が多いんですけど、一つの動きと
しては、家庭環境あるいは遺伝の影響を取り
除くために、双子のデータ、あるいは兄弟の
データを使って、兄弟間で体重差がある場合
にどのような影響があるのかを見る研究があ
ります。多くの研究では、やはり出生体重と
いうのは、その後の成績に影響すると言われ
ています。ただし、そういった双子、あるい
は兄弟のデータを使った場合でも、問題点が
あるのではないかということがあり、この分
野では必ずしも確定的な結果が得られていな
いというのも事実です。
　日本ではどうかと言うと、実は客観的な学
力データを用いた研究はほとんどないです
ね。例えば６歳半時点までの行動について分
析した研究だと、２歳半だと発達が遅れてい
るかもしれないけれど、６歳半の時点では差
が小さい。それから私たちは都道府県の学力
データと出生体重との関係を見ると、どうも
影響がありそうだという結果がある一方、学
力データを使った研究で影響がないというの

研究報告（1）
「教育環境が学力に与える影響」
「出生体重等が健康に与える影響」
「民間による子どもの貧困支援の取組の効果測定」
「子ども・若者に対するバウチャー事業の効果検証」

所長　大竹　文雄（大阪大学大学院　経済学研究科　教授）
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もあります。
　また、大人までのデータを使うと、今度は
多くの研究で、子どもの頃の学力は、自分が
どのくらい学力が高かったかという主観的な
手法を使っていることが多い。その関係だと、
ある程度出生体重と相関があるだろう、とい
うことが言われていますが、必ずしも日本の
場合には確定的な結果は出ていません。
　もう１つ、今回の研究で報告させていただ
くのは、貧困の影響です。貧困と成績の関係
をきちんと測るためにも、実は家計の状況と
学力という両方の情報が必要ですが、なかな
かそういったデータはなく、十分な研究が進
んでいないのが現状です。
　そして、もう１つは相対年齢効果。これは

「早生まれ」と言われているものですが、早
生まれであるほど認知能力、非認知能力の発
達に不利ではないか、ということがよく言わ
れているのですが、これについては、近年、
日本で多くの研究があって、先ほど報告され
た山口先生、この後報告される中室先生も、
つい最近、非常に影響力のある研究発表をさ
れており、やはり日本でも早生まれの方が成
績・学力、そして非認知能力ともに不利な状
況にある、ということを明らかにしています。
この分野の背景を基に、私たちは尼崎市の行
政データを使って、出生時の体重、貧困状態、
そして相対年齢が、子どもの学力、非認知能
力、そして身長・体重といった健康面につい
てのアウトカムを分析しようというのが、こ
の研究の特徴になります。
　具体的にどのようなことを行ったのかを話
していきますが、まずはこの分析がどうして
可能だったかについてですが、尼崎市の行政
データをフルに使わせていただいたことによ
るものです。
　「あまっ子ステップ・アップ調査」が小学
１年生から中学２年生まで、毎年行われてい
ますけれども、学力データ、それから非認知

能力、性格などを把握することが可能な調査
です。それから学校にある身長・体重のデー
タ、保健所の出生時の体重、生活保護データ、
それから就学援助に関わるデータを尼崎市の
行政の方でＩＤを接合し、私たちは個人情報
を全く手にしない形で、統合化したデータを
行政で作っていただいて、研究者に提供して
いただいています。
　私たちは、どこの誰かというのは全くわか
らない形で分析をするという枠組みを作って
いただいたというのが、この研究所の特性に
なります。このデータを使って、いくつか分
析していこうと思います。
　例えば出生体重と、国語と算数の成績との
関係ですが、3,000ｇで生まれた子どもたち
のところにピークがあって、それより大きく
ても小さくても少し成績が悪くなっていく、
という単純な相関関係が見えてきます。次に、
生活保護経験がある人は、算数の点数が少し
低いことがデータで読み取れます。また、出
生体重では、双子の情報を使って、同じ双子
で体重が大きい子どもと小さい子どもの差を
横軸に取って、縦軸に算数あるいは数学の成
績の差を取って見ると、右上がりの関係が見
て取れます。これは統計的にも有意な形にな
ります。
　そういうことが今までの分析でわかってき
た。そして、今申し上げたことをすべて考慮
した結果、どんなことがわかってきたかをも
う少しお話ししようと思います。
　こういった指標、出生体重が2,500ｇ未満
だったのか、あるいは4,000ｇ以上だったの
か、比較対象はそれ以外の2,500ｇから4,000
ｇまでの子どもたちです。それから、今やせ
ているのか、肥満であるのか、どちらでもな
いというのが比較対象になります。それから
就学援助を受けていて、要保護なのか準要保
護なのか。生まれてから今までの間に生活保
護の経験があったかどうかという指標です



34

ね。それから性別と生まれ月、生まれ月は４
月から６月までを基準として、それより遅く
生まれたかどうかの影響を調べています。
　例えば2,500ｇ未満で生まれた子どもたち
は、算数の点数が少し低く、現在肥満の子ど
もたち、現在貧困状態、あるいはかつて貧困
経験があった子どもたちは成績が少し悪い結
果になっています。あるいは女の子は、男の
子に比べて算数の成績が良いとか、相対年齢
効果、早生まれの効果は綺麗に出ていますが、
早生まれの子どもほど、成績はよくないとい
うことがわかります。これは国語についても、
ほぼ似たような結果が得られます。
　さらに、今度は非認知能力を見てみましょ
う。勤勉性などの性格特性、ビッグファイブ
と言われているものがあるのですが、性格特
性の中で影響が出てきたのは、「勤勉性」と
の関係です。例えば、肥満であるとか生活保
護経験、要保護・準要保護、そして早生まれ
の子どもたちというのは、少し勤勉性が弱い
ということがあります。次は、グリットと言
われている指標ですけれども、「責任を持っ
てやり抜くタイプである」と自分で思ってい
る子どもたちというのは、やはり小さく生ま
れてきた子どもたちはそれが少ないとか、今
太っている子ども、貧困状態であった、ある
いは今そうだというふうな子どもたち、そし
て早生まれの子どもたちの方が、このグリッ
トがどうも弱いということがわかります。
　また、「やり遂げることがうれしい」とい
う指標があって、これもだいたい似たような
結果が得られます。さらに、「わかるまで努
力する」という指標についても、今太ってい
る子どもたち、生活水準が低い子どもたち、
そして早生まれの子どもたちというのは、そ
ういった面で不利であることもわかります。

「自己肯定感」についても、似たような結果
が得られています。ただ、今までの結果と少
し違うのは、女の子については大体グリット

も高くて成績もいいんですけれども、自己肯
定感が低いということが、ここでの特徴にな
ります。
　もう１つ、私たちが気にしているのが、「家
族が自分のことを気にしてくれている」と答
えている子どもたちは、肥満の子どもたち、
そして貧困状態にある子どもたち、そして早
生まれの子どもたちというのは、そういうこ
とが少ない。さらに教育環境で一番重要だと
思いましたのは、「先生が自分のことを気に
してくれている」と思っている子どもたちと
いうのが、そう思ってない子どもたちが肥満
状態にある、あるいは貧困状態の子どもたち、
そして早まれの子どもたちに多いということ
がわかったわけです。
　尼崎市の行政データを使うと、出生体重、
今の肥満状態、貧困状態、相対年齢が成績や
非認知能力に与える影響というのがわかるわ
けですね。繰り返しになりますけれども、出
生体重はやはり成績に影響する。今日詳しく
は紹介しませんでしたけれども、学年が高い
ほど影響が大きい可能性がありますし、これ
は世帯の属性の影響を取り除いたとしても確
認されますし、非認知能力の中では、やり抜
く力とどうも関係しているということがわか
ります。
　そして 貧困状態であったこと、あるいは
今貧困状態だという人たちは、やはり成績に
影響するということもわかります。また、相
対年齢効果、今までの日本の先行研究と同じ
ように観察されるんですけれども、学年が上
がるにつれて成績の効果は小さくなりますけ
れども、非認知能力の中で、「やり抜く力」
への影響は残ります。
　そして今回分かったことは、現在肥満であ
るということが、学力や「やり抜く力」と関
係しているということです。
　私たちの尼崎市への提言としては、低出生
体重、あるいは現在肥満、貧困、早生まれの
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子どもたちというのは、学力的に不利な状態
になりやすいということです。そして非認知
能力でも、特に「やり抜く力」や自己肯定感
が低くなるということがデータから明らかに
なってきましたから、恐らく現場の先生たち
は、どの子どもにも同じ態度で教育に取り組
んでいらっしゃると思うんですけれども、肥
満の子ども、あるいは低所得、早生まれの子
どもたちは、先生が自分のことを気にしてく
れていると思っていない傾向にあるというこ
とを知っていただければというふうに思いま
す。
　ですから、それを前提に、相対的に不利な
状況にある子どもたちを勇気づけるような教
育の仕方に注意していく必要があるんじゃな
いかと思っております。
　以上が１つ目の研究報告なんですが、あと
２つ研究を行っておりまして、それは教育効
果の研究で、ランダム化比較試験というのが
あるんですけれども、学校外学習バウチャー
を配付することで、どんな影響があるかとい
うのを見ました。
　これはどんな介入、政策だったかというと、
これは尼崎市の実施事業ではないんですけれ
ども、ある団体が、所得が低い世帯の子ども
たちに習い事あるいは塾に利用できるクーポ
ンを配付しました。そして、そういう条件を
満たした人たちから応募いただいて、その中
でランダムに抽選をして、当選された人に
クーポンを発行して、利用しなかった人たち
と比較できるような形のデータを作成しまし
た。クーポン応募者リスト、住民基本台帳、
それから「あまっ子ステップ・アップ調査」
を統合してクーポン配付の効果を分析しまし
た。
　まず行ったのは、バウチャー当選によっ
て、応募したが当たらなかった人と当たった
人の間で、認知能力や非認知能力が上がった
のかを全体で見ました。そうすると、全体で

みると学力では影響はなかったんですが、「努
力し続ける」という指標がどうも上がったよ
うだということが分かりました。もう少し詳
しく分析すると、影響は小学生と中学生で
違っていまして、小学生の場合は、例えば外
向性だとか、努力し続けるという変数がバウ
チャー配付によって効果があった。しかし、
中学生では、算数の点数が少し上がっている
ということが分かりました。
　では、どうしてこういうことが起こったの
かを考えたんですが、１つは、クーポン当選
で塾に行ったりすることが多い。そうすると
塾に行くことで学力が上がったのではないか
という可能性が１つあります。もう１つは、
塾に行くかどうかあまり関係ないんだけれど
も、塾の費用が安くなるという形で生活に余
裕ができるという可能性があると考えまし
た。これを分析すると、実は当選した人が、
例えば塾に行く比率は高くないんです。今ま
で塾に行っていた人たちが、そのまま塾に
行っているということが多くて、その使い道
は、今まで行っていた習い事、塾に使ってい
るということが多いので、今示したような結
果は、どうも所得制約を緩めた結果、学力や
非認知能力に影響したのではないかというふ
うに考えています。
　次の政策、介入なんですけれども、これは
恵まれない子どもたちが学校、家庭の外に第
３の居場所を作って生活を安定させようとい
う試みですね。それについて、データを作成
していただいて、私たちが検証を行いました。
非常に恵まれない子どもたちの中で、第３の
居場所を利用したらどうかという子どものリ
ストをいただいて、実際に利用した子どもと
利用しなかった子どもで、どのような効果の
違いが出てきたのかを分析しました。
まず分かったことは、例えば認知能力や非認
知能力は、これをどのくらい利用したかとい
うことと、実はあまり関係がなかった。しか
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し、関係が見えてきたのは、身長や体重、そ
して肥満との関係で、身長・体重では上がり、
そして肥満率が下がるという影響があったと
いうことが推測されます。
　あまりサンプルサイズが大きくないので、
あまり確定的なことは言えませんけれども、
どうも健康面には影響したのではないかとい
うことです。おそらく食生活や生活習慣の改
善を通した効果というふうに予想されるとい
うことです。
　先ほど紹介した研究だと、肥満は学力との
相関がありますから、肥満を抑制する、健康
状態が良くなるということは、長期的には学
力や非認知能力にプラスの影響があるのでは
ないかと考えております。
　以上で私の報告を終わりたいと思います。
どうもありがとうございます。

中室先生　私からは、一番最初の出生体重と
貧困、相対年齢に関する発表部分について質
問させていただきたいんですけれども、１つ
目は、出生と貧困の間に関係があるのかどう
かという点であります。出生時体重が低くな
るということは、ご家庭が経済的に非常に困
難な状況にあって、例えば十分な栄養を摂れ
ないとか、保護者の方がたばこを吸ってお
られるとか、そういうことが関係している
のかという点をお伺いしてみたいと思ってい
ます。そうすると問題の根本が実は同じなん
じゃないかというのが私の疑問であります。
　もう１つは、大竹先生のおっしゃるとお
り、貧困の問題であるとか低出生体重である
とか、あるいは相対年齢の問題のように、子
どもたち自身がどうすることもできない格差
の問題については、当然、何らかの介入が必
要だろうということは、よく理解できるんで
すけれども、すべての子どもたちを平等に対
象にしない政策というものが、受け入れられ
るのかどうかということについては、とても

心配されるところだと思います
　例えば、貧困の子どもたちを対象にした政
策を行うと、スティグマ（差別・偏見）が発
生するのではないかとか、逆に３月生まれの
子どもを対象にした政策をやると、３月生ま
れの子どもに対する差別が起こるのではない
かというようなことが、とても心配されるの
ですが、その点については、いかがお考えで
しょうか

大竹先生　１つ目については、詳しくは申し
上げませんでしたけれども、出生前から生活
保護を受けていたかどうかも分かる情報なん
ですね。そこから見ると、出生前の段階で生
活保護を受けている子どもたちは、やはり低
体重になりやすいということがわかっていま
す。ただし、出生時に生活保護を受けていた
かどうかということは、体重への影響を取り
除くと、実はあまり関係がないということが
わかります。むしろ発育している間に、貧困
状態が長いかどうかの方が大きな影響を与え
ます。ですから、その部分は切り離して考え
られるというのが、詳しく今日は申し上げま
せんでしたけれども、それが私たちの研究の
特徴かというふうに思います。
　それから２点目についてなんですが、こう
した恵まれない子どもたちに対してどういう
教育政策を取っていくのか。それを３月生ま
れの子どもを優遇するのかというのは、これ
はかなり難しいと思うんですけれども、そこ
は様々な取組を現場の先生たちと一緒になっ
て考えていかないといけないと思います。
ひょっとしたら、それほど負荷をかけない形
で意欲を高めることができるかもしれません
けども、そういうことを考えています。
今回の発見は、皆さんがいろいろ何となく
思っていたこと、あるいはそうでないという
ふうに思っていた方もいらっしゃるかもしれ
ないんですけれども、データとして、やはり
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不利な状況にある子どもたちがいて、それが
特に非認知能力の方は長く続いてしまうこと
が、データでも明らかになってきたので、そ
れを前提にした政策や取組が今後大事になっ
てくる、そのきっかけであると思っています。

山口先生　私も生まれ月の研究を中室先生と
一緒にやっているので、非常に関心があると
ころで、今日も新しい発見があって、非常に
興味深く拝見したんですが、１点質問させて
いただきたいのは、例えば出生時の家庭の経
済状況と生まれ月の関係です。よく言われる
のは、 お金持ちの家は、４月生まれになるよ
う、いろいろ努力するみたいな事が言われた
りするんですが、そうした傾向は、何かデー
タで見られたでしょうか。

大竹先生　ご質問のところは、直接はやって
いませんけれども、分析しようとしたのは、
特に家計が苦しい人たちほど、生まれ月の影
響が大きいんではないかという仮説は考えて
いました。いろいろ分析したんですが、そこ
はあまり関係がないということでした。例え
ば、家計状況が良ければ、早生まれになって
も、その影響を小さくできる。その可能性を
チェックしたんですけれども、少なくとも今、
私たちが得ている家庭状況のデータでは、か
なり生活水準の厳しい人たちだけを識別して
いますから、それ以外の方が早生まれの影響
が小さいのではないかという仮説について
は、はっきりした結果は得られませんでした。

野口先生　最後の居場所の研究のところで、
特に肥満について極めてポジティブな結果が
得られたことについて教えていただきたいん
ですけども、具体的に居場所の条件、定義は
どうなっているかという点と、特に肥満が改
善された年代との関係は、我々の研究とも関
連するので、そこで確認できたことを教えて

いただきますようお願いします。

大竹先生　居場所では、例えば食事を出した
り、あるいは入浴やシャワーの機会もありま
すし、それから落ち着いて勉強できる環境も
提供しています。ですから、今回のケースで
大きいのは食事だとか生活習慣に関わるよう
なことが影響したのではないかと推測してお
ります。それから２つ目のご質問については、
それほどサンプル数が多くないので、低学年
の方が効果が大きいとか、高学年の方が大き
いというところまでは、分析できるほどのサ
ンプル数はないですね。でも、比較的、低学
年の方がサンプルは多かったように思いま
す。
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　神戸大学大学院の北野です。尼崎市で誕生
からのデータを蓄積する形で研究を進めてく
ださっていることに対して、心から感謝申し
上げます。また、冒頭の話の中で、もちろん
義務教育は大切ですけれども、義務教育の前
の時期、誕生から乳幼児期の教育を大事にし
てくださっていること、それから非認知能力

（社会情動的スキル）に関心を持ってくださっ
ていることは、本当にありがたいことと思っ
ておりますし、その研究に私も関わらせてい
ただいていることに、感謝を申し上げたいと
思います。
　特に、コロナ禍にあって、保育分野の研究
者仲間、日本国内もそうですし、海外の仲間
たちと大きな課題として今私たちが議論して
いることの一つは、両面価値的な問題です。
社会基盤、エッセンシャルワーカーとしての
保育者とか保育の機能というのが片方で着目
されつつも、例えば小学校については、登校
が規制されているような状態の時に、乳幼児
は、必要があって園に通っている。この時の
幼い子どもたちの安全と安心、健康の問題を
どう確保していくのか。やはり乳幼児期の教
育を再度しっかり重要性を含めて考える必要
があります。
　小学校の子どもたちが出席停止になってい
る時に、乳幼児が保育園等に通っている問題
は両面価値的なんですけども、一方で、なぜ
自分たちは保護者の就労形態によって園に行

けない場合があるのかというような権利保
障、乳幼児期の子どもの教育が保障されてい
るのか、といった問題もあります。
　先ほど山口先生ご発表の中にも、保育園、
幼稚園、こども園等に通っていない子どもた
ちに対しての教育保障への着目が世界中でも
なされているところですけども、この２つの
両面価値的な課題のところで、ユネスコや、
その他ＯＭＥＰ（世界幼児教育・保育機構）
でも声明文を出しているんですけども、いわ
ゆる政策決定のところで、子どもたちの視点
を取り入れることや権利保障をもう一度見直
そうとする動きがあります。
　理念や、するべき論で話すだけではなく、
本当にそれをするべきなのか検証するとき
に、その根拠となるデータが具体的に示され
る。そういったことがとても大事だと思って
います。そのようなことが今議論になってい
て、再度考えなければいけないことだという
ことを、まず、コロナ禍にあって申し上げた
いと思います。
　それから、とても素晴らしい研究が東大の
Ｃｅｄｅｐ（発達保育実践政策学センター）
さんや全国私立保育園連盟さん等で行われ、
大規模な調査がコロナ禍にあって実施されて
いますけれども、その中で、保育者である現
場の先生たちが大変なストレス、不安と恐怖
の中で子どもたちの命を守り、心を支えてい
るという実態があります。加えて保護者対応

研究報告（2）
「非認知的能力の育ちを捉え育む
　　乳幼児教育・接続期教育の開発」

主席研究員　北野　幸子（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 准教授）
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も大きな問題になっているといった実態もあ
りますので、そうしたことに注目しながら、
私どもの研究を進めているところがありま
す。そして、権利保障としての乳幼児教育、
それから保育の無償化と義務教育化の話にも
つながるような研究を進めていけたらと思っ
ております。
　それから、もう一つは保育改革というのは、
この100年ぐらいの歴史を見ても、研究のト
レンドの振り子がカリキュラム開発に触れた
時期と、保育者の養成や研修といった専門性
に触れたことがありましたけれども、やはり
現場の先生こそが教育の質の鍵を握っている
と言えます。研修の必要性や実践開発に対し
て、エビデンスとして、先生たちが実感とし
て感じていることの根拠として、自分たちの
革新につながるようなデータがきちんと出せ
るのか。こういったことも大事であり、課題
であると思いますし、そうした研究が学びと
育ち研究所で進められていることは、大切だ
と思っています。
　それから、家庭支援もそうなんですが、私
たちがテーマとして取り上げていることの一
つは、厳しい家庭教育環境に対して、保育者
がどう支援できるかということで、加えて、
義務教育の壁を越えて、接続期教育をどう充
実させていけるのかということです。
　特に、この４月からコロナ禍でこういった
状態になっているので、どの程度、現場に浸
透できているか分からない課題もあるように
思いますけれども、今年の４月から小学校学
習指導要領の改訂で、すべての小学校が１年
生の科目においては、乳幼児期の終わりまで
にそうあってほしい姿をしっかり踏まえて１
年生の各教科を構想しなければいけない。そ
ういうふうになりました。それが具現化する
ように、つまり、1年生の全ての教科でのス
タートカリキュラムづくりにつながるような
データも大事になっているということも紹介

させていただきたいと思います。
　そして、乳幼児期の教育の重要性について、
最近の傾向を含め、少し一般論をお話しさせ
ていただきますと、この乳幼児期教育の調査
自体に関しては、いろいろ課題もあるとか、
問題提起もなされているので、必ずしもこれ
を鵜呑みに信じ切ってというわけでありませ
んけれども、一つのデータとして出ているも
のは、いわゆるＰＩＳＡの学力テスト、15歳
時点の学力から乳幼児教育保障を考えた時
に、３歳のお誕生日、つまり４年間ほど乳幼
児期の教育を保障することが重要であるとい
うデータが出ていること。それからもう一つ
は、４年間園に通った子どもの次に、２～３
年保育施設に通った子たちと、４～５年通っ
た子どもであれば、若干ですけれども、４～
５年保育施設に通った子どもたちの方が、学
力的にはポジティブな影響が出ている。
　それならば、学校の開始時期に関して、９
月入学などいろんな議論がありましたが、そ
の是非はもっとしっかりと議論していかなけ
ればいけませんけれども、乳幼児期の発達に
適した教育が保障されることも３歳から４年
間、あるいは、４～５年間が15歳の時点での
データからはふさわしいとされていること等
を踏まえた議論をしなければならない。
　それから、先生１人当たりの子ども数のこ
とですけれども、これもコロナ禍においては
分散登園がすごく良かったという声が現場か
らたくさん届いている実態がありますし、実
際、こちらのＯＥＣＤ（経済協力開発機構）
の報告書の中でも、先生１人当たりの子ども
の数っていうのが多くない方が良いというこ
ともわかっています。それから、もう一つ強
調したいのは、先生の研修の有無、園の先生
が研修を受けているかということが、15歳の
時の学力に影響を与えているというデータも
ありますので、このことも私たちの研究の中
では大切にしたいということです。
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　それから、もう一つ世界的な動向に関して、
これは2019年のＯＥＣＤのデータですけれど
も、もはや世界では保育者が高度な専門職で
あるというのが大前提となっていて、大きく
ターゲットを持って政策課題に対応するので
あれば、保育者の養成に４年をかけ、いわゆ
る学士レベルにすることや、保育者の定着の
問題、そして処遇の適正化とジェンダーバラ
ンス、このあたりが政策課題と考えられる。
特に保育者の定着に関しては、ＯＥＣＤ平均
では1/4が50歳以上との実態があるんですけ
ども、日本は30歳未満が６割弱という極めて
いびつな構成になっているとのデータがあり
ます。
　一方、子どもたちにとって、15歳の子ども
の人気のある職業の第10位が保育士であっ
て、それは小中高の先生や看護師よりも保育
者になりたい子どもたちが多いというデータ
もあることを少し紹介させていただきたいと
思います。
　私たちの研究の概要を説明させていただき
ますが、先ほどから示されている貴重なデー
タを私たちも活用させていただいていて、尼
崎市の子育ての乳幼児教育施設の実態を明ら
かにすることと、地域における特徴とか、小
学１年生を対象に調査をして小学校における
特徴で、例えば不安な状況にある先生方の支
援を、どの学校園を対象に検討するかを検討
する上で役立つデータが出てきました。現在、
非認知能力の育成を促すような先生方の実践
開発につながるような研修支援をどうやって
いくことが可能かを検討しているところで
す。
　期待される効果としては、この大きなプロ
ジェクトの中で、実態を把握して、その後ど
うするのか。どのように保育者を支援してい
くことが可能なのか。どうすれば子どもたち
の自尊心を高めることが可能なのか。こう
いったことについて、尼崎市の中で接続期教

育に力を入れる園とか小学校が増加してほし
いし、小学校に限らずですが、自尊心とか幸
福感のある子どもが増える、そういったこ
とにつながればと思いながら研究をしていま
す。私たちの研究組織として、私は教育学を
専門としているので、データ解析は、國土先
生や辻先生、エカーズ調査を日本に紹介され
ている埋橋先生と共同で、４人体制で神戸大
学大学院人間発達環境学研究科を中心に研究
をさせていただいています。
　現状としては、小学校１年生対象の調査を、
昨年、尼崎市の全小学校で実施させていただ
き、いわゆる性格特性、自我意識、自尊心、
思いやりなど、そういった調査をさせていた
だきました。日本全国と各種調査との整合性
を図り、比較することを考えて作問したんで
すが、やはり小学1年生を対象に大規模な調
査を全員に行うのは本当に厳しいということ
で、実施に当たっての壁も高かったという実
感があります。10問については全ての小学校
で実施していただき、加えて、22問は任意で
実施していただきました。
　実際に、すべての小学校において、１年生
対象のデータを収集しましたけれども、こう
いった調査が今まで心理学の分野でなかなか
できなかった理由が、ある意味分かりました。
つまり、信頼性が低いとか、イエスバイアス
があるということも分かり、アンケートの改
善にも取り組むにあたって、質問の中身はそ
のままにして継続データを取りたいので、イ
ラストを取り入れたりだとか、その他工夫を
検討しているところです。
　実際、その結果としてわかったことは、極
めて厳しい状況であることが予測される園や
学校が抽出可能になったことです。例えば、
偏差で1.5SD以上の児童がいるとか、2.0SD以
上の児童がいる小学校が、私たちは個別の小
学校名はわからない状態で調査をしています
が、ブラインド性を確保しつつ、研究所の方
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にご協力いただき、ニーズがあれば、どうい
う支援ができるかということも、ご一緒に考
えていきたいと思っています。
　それから、尼崎の小学１年生の子どもたち
のアンケート結果を分析して分かったことと
して、一番高かったのが「元気」や「明るさ」、

「チャレンジ精神がある」といった項目でし
た。一方で、いわゆる基本的生活習慣に関わ
るものとか、あるいは情緒的な問題に関して
は、極めて難しい状況にある小学校がありそ
うだということも分かってきたところです。
もう１つは、昨年から引き続き５歳児のデー
タについて分析させていただくなか、大竹先
生の研究データとも重なる部分だと思います
が、家族の関心度とか、先生が気をかけてい
るとか、それを子どもたちが感じているかと
いうことを大竹先生が調査され、それによっ
て差が出ていることを教えていただきました
けど、私どもはそれに加えて、母子手帳の
データや健康診断、予防接種などのデータを
使って、行動の方で、子どもたちがどう感じ
ているかだけではなく、健診の回数とか予防
接種の回数などもデータとして活用させてい
ただいて、経済要因と子ども・子育て関心要
因が独立して表出してきたことがわかってい
ます。
　それから、その経済要因と子ども・子育て
関心要因、いずれについても著しく特徴のあ
る園があることが、わかっているので、その
園に関しては、研究所の方から困っているこ
とがないかとか、問い合わせいただくなど、
匿名性を維持しながらフィードバックをした
り、実際の環境評価の実態の推奨というもの
を行いたいと思っています。
　実は、著しく特徴がある、支援の必要性が
高いと思われる園が、いわゆる環境評価を実
施していないという実態もありました。その
辺に関しても、先ほどＯＥＣＤのデータに
あったように、現場の先生の研修の有無が、

15歳の学力データにも影響しているらしいと
いうことがわかっておりますので、その辺に
ついても、研修の推進につながるデータを提
供できたらいいなと思っているところです。
　そして、無償化に関しても、義務教育化に
関してもそうなんですけども、極めて示唆的
な結果が出てくるというふうに思っていて、
これは他の研究でも一緒にそのことが強調さ
れているように思いますが、子どもへの保護
者の関心や関わり方が大切であるということ
や、それから私たちのデータの中で経済的な
観点よりも、保護者の方たちの子どもへの関
心、それから教育への関心が高いか低いかの
違いが大きいということがわかっています。
経済的な背景を超えて、保育の質に関心を
持って園を選択しているであるとか、あるい
は経済的要因が子どもの関心とスコアが著し
く乖離している園があるとかも分かっている
ので、そこに対しての支援も検討させていた
だけたらと考えています。
　最後に、今後の展望について挙げさせてい
ただきますと、１つは、やはり研修の重要性
ということを考えたときに、保幼小、こども
園、そして次世代専門職の同僚性創りという
ことで、例えば初年次研修とか10年研修の法
定研修も必ずしなければいけない研修の中
に、園校種を超えた研修を共同化していただ
くということをご提案したく思います。なぜ
なら両者につながりが深いことがわかってき
ているからです。
　それから、環境評価もそうですが、データ
を見たところ、支援が可能なのではないか、
課題を色々抱えられておられるのではと思わ
れる園もありますので、支援の方法の開発が
必要であろうと思われることも申し上げたい
ところです。
　それから、こちらの市ではありませんけど、
他の地域で私が関わらせていただいていると
ころなんですが、そこでは、評価を行った結
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果を、あるいは評価を道具にして、それを活
用して、改善につなげていくような予算の確
保を実現したところもあります。ある市では、
環境評価を実施し、課題を抽出して、実際に
整備しなければならない内容のリストを作っ
て、各園に30万円ずつ質向上経費を配付する
といった政策を行ったところもあります。イ
ギリスのチャイルドセンターもそんなやり方
で、質の維持・向上への支援をしているんで
すが、研究成果や評価を活用して予算化の根
拠を作ることも大切であると思っています。
　ＩＣＴについても、コロナ禍でWEBでの
集会や、教育実践を遠隔で提供し、教育を保
障している園がある一方で、自粛や特別保育
の時期に全く家庭にアクセスしていない園が
あったり、担任保育者が自転車で各家庭を訪
問し、園だより等をポストインしている園が
あったりするとも聞いております。園のICT
環境や保育者一人に１台の端末を用意するこ
と等も含めて、評価を道具にすることも一緒
に考えていただければなと思います。私から
はここまでにしたいと思います。ありがとう
ございました。

大竹先生　コメントと質問をしたいと思うん
ですけど、今のご報告で、保育者の質という
のは非常に重要だということがありました。
これはアメリカの経済学で有名な研究があっ
て、保育者の質が良い場合と悪い場合で、保
育を受けた子どもが大人になってからの生涯
所得が相当違ってくるという研究があります
から、それと対応しているなと思いました。
それと関わるのですが、今日ご報告いただい
た中で、非認知能力の発達が低いグループの
校園があり、特定できそうだということなん
ですけれども、しかも、その園では保育者の
研修が少ないのではないかということもおっ
しゃっていました。これについて、今後、本
当に研修のせいなのか、その地域の子どもた

ちが非常に恵まれない状況にあるからそうい
う状況になっているのか。もし保育者の研修
をしっかりすれば解決できるということであ
れば、それはすごく即効性がありますから、
ぜひやっていく必要があると思うんですけど
も、そこだけではなくて、家庭環境が恵まれ
ないというところがあるとすると、その識別
をやっていく必要があるんではないかという
のが１つ目です。
　もう１つは、これは今回の研究そのもので
はないんですけど、１人あたりの子どもの数
が少ないほうが良い教育になるというお話が
あったと思うんですけども、これは保育所で
はそうかもしれませんが、少なくとも日本の
小中学校の研究だと必ずしもそれは出てこな
い。なぜそうかというと、これは先ほどの先
生の質の問題と関わってきます。少人数であ
ればあるほど、先生の数がたくさん必要に
なってきますから、そうすると先生の質のバ
ラつきが出てくる可能性が高い。だから１学
級当たりの生徒数を少なくすることが効果を
もたらさないんじゃないかということが言わ
れているんですけども、最初の問題と２つ目
の問題は関わっていますので、それも含めて
コメントいただければと思います。

北野先生　私たちの分析の中では、経済的に
厳しい家庭環境にあるところや、保護者の子
どもや子育てへの関心が低い家庭が多いこと
が分かってきていて、もう一つは、１年生の
実態として、非認知的な性格特性も含めた実
態が分かってきている。その抽出は、まだ
コード番号ですけども、どれが要因か判明さ
せることはとても難しいと思っています。た
だ、実態として厳しいであろうと予測される
園がありますので、そこで困っているものは
何なのかということは、しっかりスタッフと
分析し、実践から見ないといけないと思って
います。実は、エカーズ調査や尼崎市ではな
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いんですけども、家庭経済的背景等が厳しい
状態にあると思われている園の方が、対応を
要する問題も多々あり、研修する時間の確保
が難しかったり、環境評価スケールを導入す
ることに対して抵抗感があったり、厳しい実
態がある。厳しい実態の要因の抽出というよ
りは、実態として困っていることに対して何
ができるのかという視点に立ちたいと思いま
す。例えば、エカーズ調査をしてみると、先
生の言葉掛けがやはり厳しい状態にある子ど
もたちに対してより応答的であるのか、自分
の予測外の発言があったときにそれを寛容に
受け入れているか等が顕在化します。厳しい
状態にあるからこそ、より肯定的であったり
受容的であったりすることが望まれるので、
また保育者の悩みや迷いも大きいと考えられ
るので、いかにその支援が可能となるか、考
えたいと思います。なかなか要因は言えない
かもしれませんが、現場では厳しい状態があ
るということだけは明らかなので、そこにど
のような研修、学び支え合う支援が可能なの
かということを模索しています。
　それから先ほどの割合の問題ですけれど
も、先生１人当たりの子どもの数の実態とい
うのは、明らかに教師の力量や、子どもと教
師の関係性の影響もあると思います。特に小
中学校等の研究では、もはや人数のことだけ
で言えるものではないということが、たくさ
ん研究データとして出ているんですが、保育
に関しては、日本は独特な状態にあるという
ふうに理解しています。ヨーロッパの全地域
で比較調査しているグラフのメモリの最大が
１クラス先生１人当たり20人なんですね。25
人の国もありますが、30，35といったメモリ
はありません。日本は５歳児が法定上１対30
で、１クラス35人。そこは考えないといけな
いと思っているところです。
　ヨーロッパの研究の方では、割合の問題で
はないという研究発表もありますが、１対10

人ちょっとを１対６とか８に変えた場合、差
が出ないといった話です。ですから１対30と
の比較ではないので、過疎地域とか小規模保
育との比較、分散登園の時はどんなことが起
こっていたのかなど、国内で比較調査してみ
ることも検討しています。大竹先生のおっ
しゃるとおり、割合の問題は一概にはいえま
せんが、日本が特殊な状態にあることも事実
だと私は認識しています。
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　こんにちは、関西国際大学の中尾です。私
の方は、他の先生方と少し切り口が違いまし
て、より実践に近い形で子どもたちや園に返
せたらということで、ビッグデータを使わず
に、園と小学校に寄せていただいて、実際に
データを取って分析するという形をとってお
ります。
　実際にやらせていただいているのは、子ど
もたちの実態を把握して、学習とか学校園で
の生活上の困難を改善克服するための運動プ
ログラムの開発と、科学的根拠に基づく効果
的な検証を行っております。
　また、効果の高い実践を積み重ねて市内の
学校園に展開することで、尼崎市の子どもた
ちのいろいろな学び、豊かな学びや育ちにお
役に立てればということで、それを中心に
やっております。
　具体的には、サーキットトレーニングとか
ビジョントレーニングとか様々な子どもたち
の運動遊びを通して、子どもの変化を確認し、
その効果を検証しております。実際に幼稚園
３園に協力していただいて、この３年間取り
組んでいただいております。
　期待される効果ですけども、いろいろな遊
びのプログラムによって効果的な教育プログ
ラムが確立されれば、その汎化を図ることに
よって、幼稚園、小学校、中学校、高等学校
へつながるような縦の軸作り。元々、今の子
どもたちは、姿勢が悪かったり体力がなかっ

たりということがたくさん言われております
ので、そういったことの二次的な問題の未然
防止につながるのではないかと考えておりま
す。実際、具体的な効果としては運動能力の
向上であったり、不登園児の減少であったり、
こういったことが期待されると考えておりま
す。
　研究の進捗状況ですけれども、神経学的微
細徴候の中の眼球運動とタンデム歩行、片足
立ち等をベースにしながら、運動遊びの前後
でどのようなデータ変化があったのかを明ら
かにしてきました。もう一つの指標として、
グッドイナフ式の人物画の知能検査も活用し
ております。
　昨年度の３月までは何とかデータが取れた
んですけれども、今年度、コロナで幼稚園が
閉まっておりましたので、今年度最初のデー
タが取れたのが７月になっております。それ
も含めて行動分析を行った結果を今からご報
告させていただきたいと思います。
　昨年度、私は欠席させていただいて、大竹
先生から代わりにご報告いただいたんですけ
れども、グッドイナフの結果から見て、運動
遊びをした園としていないところでは、通常
の発達以上の伸びが見られたということで、
そういった運動プログラムの有効性や、ボ
ディイメージの発達の有効性について、昨年
度発表させていただきました。
　今年度は眼球運動も含めた行動分析を行

研究報告（3）
「学習や学校生活における困難を

改善する指導に関する実践研究」

主席研究員　中尾　繁樹（関西国際大学 教育学部 教授）
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い、５歳児では３カ月間でだいたい８か月ぐ
らいの伸びを示しております。現時点におい
て、幼稚園の先生が考えられるとか、子ども
の変化で、これは見た目の変化で、いわゆる
感性というやつですね。具体的なデータでは
なく先生方の感じ方です。例えばジャンプで
したら、目標物を見て飛ぶようになったとか、
膝を使ってジャンプするようになったとか、
青竹踏みではぐらついたりしなかったとか、
昆虫太極拳という遊びをしてもらってるんで
すけど、ふらつかずに踏ん張ることができた
とか、こういった報告をいただいております。
　それから眼球運動なんですけれども、眼球
運動の取り方ですが、普通は目の動きを取る
んですけれども、より園にご迷惑をかけずに
こちらで分析できる装置として動作解析シス
テム・オクタレイト（OTL）というソフト
があるんですけども、前で子どもさんに運動
をしていただいて、ビデオを真正面から撮っ
て、中心点、ちょうど鼻の真ん中、目と目の
真ん中に点を打って、この点がどれだけ動く
かということで、眼球運動の調整ができてい
るかどうかのチェックをします。この振れ幅
が広ければ広いほど、眼球運動がなかなか定
着していない子どもになります。眼球の振れ
幅というのは、目だけで追えずに顔が一緒に
動いてしまうということですね。運動実施後
は、かなり振れ幅が少なくなっているという
データが出ております。
　実際に統計処理も全部しているんですけれ
ども、コントロール群と非コントロール群、
コントロール群というのは実施後ですね。そ
れから実施前と実施後を比べると、統計的に
有意な差が出てきたということもわかってお
ります。
　これはちょっと極端な例なんですけれど
も、これは５歳児の眼球運動ですが、前で対
象物を追わせた時に、途中で見失ってしまう
子どもさんの曲線です。それが３か月後に、

必ず最後まで、きちっと顔を動かさずに目で
追えるというような具体的な効果も出てきて
おります。
　それから、これは今年度７月に取ったＡ幼
稚園のデータですが、５歳児さんと４歳児さ
んの片足立ちの平均値をとったんですけれど
も、５歳児さんは昨年度から運動遊びをずっ
と続けている子どもさんです。４歳児さんは
全く運動遊びを今回できずにコロナで休園に
なって、その後、すぐに園が始まった当初に
取らせていただいたデータです。５歳児の場
合は、ほぼ平均値以上をクリアしており、20
秒で一応切ったんですけれども、20秒でほぼ
全員がクリアできている状況です。４歳児の
場合は、まだそういったことができていない。
ということは１年間運動遊びを続けると、体
の軸であったりバランスであったりが、かな
り改善されるということも分かってきまし
た。
　これはグッドイナフのデータですけども、
グッドイナフも、こういった標準値以上のと
ころに分散している５歳児さんが多いという
ことです。
　考察として、３園に行っていただいたんで
すけども、運動プログラムそのものはボディ
イメージの発達に効果があると考えられま
す。それから眼球運動と片足立ちに関しては、
運運プログラムは眼球運動と片足立ちの改善
に効果が考えられるということも、だんだん
分かってきております。
　今後に向けてですけれども、運動プログラ
ムとボディイメージの発達に効果がみられる
ことが分かったんですけども、運動能力で
あったり非認知能力であったり不登園児の減
少であったり、こういった本当に幼稚園の先
生方が困っておられることに対してどういっ
た波及効果があるかということを今後も継続
して進めていけたらなと思っております。
　あともう１つ、今年度からバイタルサイン、
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投球動作、呼吸の問題とかも少し視野に入れ
ながら、ヨーガ遊びであったり、別の遊びを
導入していきながら、今回の研究の中心に据
えていきたいなと思っております。３園が継
続して取り組んでいっていただけることが尼
崎市全体への普及を促すことになりますし、
幼小連携の体作りにつながることにもなって
いきます。
　最後に尼崎市への提言というか、お願いで
すね。今の保幼小中高特の連携と取組の継続
と強化は、やはり望まれていますので、ここ
をどう取り組んでいくか。私の場合は、元々
現場におりましたので、より現場に近いお願
いということで、カリキュラムと指導を縦に
考えるというのは、小学校の場合は、１年生
は１年生、２年生は２年生というように横で
考えるんです。そうではなくて、１年生でで
きなかったことが、６年生でどうなり、どこ
でつまずいていくんだという意識を持った教
育ができるかどうか。
　それから特別支援教育は、まだまだ定着し
ていないです。これは、まだ障害児教育の域
を脱していないので、尼崎市独自の指針と施
策というのは、今後求められるんじゃないか
と思います。
　次に、一番難しいんですけれども、教員の
意識改革、この改革をすることで実態把握の
ためのスキル向上であったり、いろいろな視
点の改善であったり、それから障害ではなく
子どもとしてみる力の育成であったり、子ど
もを見る力をしっかりつけていただくことが
大切かなと思います。これを達成することで、
教師の専門性とか、こういった二次的な問題
への対処療法だけではなく、未然防止として
のリスクマネジメントにつながっていくこと
が考えられると思います。以上です。ありが
とうございました。

北野先生　神戸大学の北野です。２つ質問さ

せていただきたいんですけれども、１つ目は、
先ほどから他の研究でも話題となっています
が、生まれ月の差みたいなものに関して教え
ていただけるものがあるかどうかを聞きたい
です。保育の現場では、４月、５月生まれの
子が、かけっこで１等賞を取る確率が高いと
現場でよく言われていて、アメリカに行くと、
秋生まれの子が、かけっこで１番を取るとい
うことがあったりします。やはり月による差
というものがあると思うんですけれども、そ
のプログラムを導入し、その結果、得られた
成果に対し、生まれ月による解析はなされて
いるのかというのが、お聞きしたいことの１
つです。
　もう１つは、個人差の問題です。プログラ
ムとも関係するんですけど、実は私、去年１
年間、文科省の研究で、子どもの動きをリモー
トで全部取るというのをやっていました。う
ちの附属園でタグを付けて、室内にアンテナ
を付けまして、すべての子どもの移動距離、
加速度、室内だけなんですけど、それをデー
タ比較したところ、個性の問題が見られ、例
えば、同じ日で移動距離が３倍になっていた
り、加速度も最大３倍になったりというのが
出てきました。私が取ったのはプログラムで
はなくて、本当に日頃、遊んでいる時のロー
データなんですが、そのときのように個人差
というものがあるのかどうかは、その辺も示
唆いただけることがあるかなというふうに
思っています。実は、その子どもたち、日常
で遊びの動きが違うんですよね。だとしたら、
そのプログラムを導入するのも、全ての子ど
もに一斉に与えられたプログラムを提供する
のか、あるいは極めて必要だと思われる子ど
もたちに対して、そういうことを促すような
ことが可能となるような支援を行うのか。一
斉に決められた、与えられたプログラムを実
施するということに対し、幼児期は抵抗感が
子どもには、まだまだあるように思いますの
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で、個人差の問題と、それに対応することに
ついて、教えていただければと思っています。

中尾先生　ありがとうございます。生まれ月
に関しては、運動発達に関しては関係してい
ます。だから、そのために片足立ちであった
り眼球運動であったりは、子どもごとに全て
データを取って月齢ごとに押さえておりま
す。もう１つの個人差なんですけれども、個
人差に関しても、基本的に運動を同じ基準で
取ることで、それぞれの運動能力の差は出て
きます。眼球運動をベースに取ったのは、眼
球運動の完成というのが基本的に小学校１年
生なんですね。だから、ちょうど５歳児４歳
児では、まだ眼球運動が十分発達していない
んですけれども、眼球運動が成長することに
よって運動の側面の伸びというのがかなり関
係しております。だから、子どもの場合は、
ビジョントレーニングとか限られたトレーニ
ングをするのではなく、楽しい遊びの中で、
どういった遊びを工夫しながら取り組めるよ
うにするかというようなことも必要ではない
かと考えております。今、園にずっと私が定
期的に行っておりますので、その中で、実際
に子どもたちが取り組める遊びを一緒に考え
ていくことや、基本的に共通する遊びとして
青竹踏みであったり、昆虫太極拳であったり、
いくつかの遊びは提供させていただいており
ますので、それでデータを取らせていただい
ているところです。以上です。
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年度４歳 の３ の 率
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5歳児眼球運動結果
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　慶應義塾大学総合政策学部の中室と申しま
す。本日、私は２つのテーマでご報告をさせ
ていただきたいと思っております。
　前半は、先ほど大竹先生も発表の中で触れ
られていました相対年齢効果に関することで
ございます。後半は、同じ研究グループで研
究させていただいております内閣府の深井研
究員から、保育所利用料に関する経済分析と
いうことでお話をいただきます。どうぞよろ
しくお願い致します。
　それでは、まず相対年齢効果からでござい
ます。先ほど大竹先生からもお話がありまし
たので、既に皆さんもご理解をいただいてい
るかと存じますが、生まれ月というものが、
その後の人生に与える影響について、経済学
では多くの研究が行われるようになってきて
います。
　おそらく日本人である私たちが、一番よく
耳にするのはスポーツですね。プロ野球選手
に４月から６月生まれが多いとか、プロサッ
カー選手に４月から６月生まれが多いとか、
そういった話は、皆さんも耳にされたことが
あるのではないかと思います。
　サイエンスという、非常に有名な学術雑誌
に掲載された論文には、イギリスとオランダ
のサッカー選手は、やはり相対年齢が高いと
いうことを示したものがあり、世界でもこう
したことはよく知られているところでござい
ます。

　これがどうして起こるのかということにつ
いて、今日はちょっと考えていきたいと思う
のですが、経済学の研究は、スポーツだけで
はなく、学力だったり、それ以降の成果に対
する影響についても着目をしています。非常
に有名な研究の一つは、ＯＥＣＤ（経済協力
開発機構）を構成する先進国のうち、20カ国
の小学校４年生と中学校２年生の学力テスト
を用いた研究で、学年始めの月に生まれた子
どもというのは、最後の月に生まれた子ども
よりも４パーセントから12パーセントタイル
ぐらい成績が良いということを示した研究が
ありまして、この研究では日本も対象になっ
ているんですけれども、学力テストの偏差値
換算で、４月生まれの子と３月生まれの子で
すと、3.2もの差があるというようなことを
示した研究があります。この研究では、小４
から中２にかけて見てみると、その格差は小
さくなってはいるんだけれども、しかしなが
ら消えてなくなったりはしないということを
指摘しています。
　その結果、何が起こったのかと言うと、こ
の生まれ月の効果というのは、実はかなり長
期にわたって持続するのではないかというこ
とで、例えば国立・私立中学校に在籍する割
合であったりとか、大学進学率に影響するの
ではないかという研究があったり、これも日
本のデータを使った研究ではありますけれど
も、賃金にまで生まれ月の格差が出ているの

研究報告（4）
「就学前教育の質が就学後の学力や
　　　　　　　　健康に与える影響」
「学力に対する相対年齢効果の検証」

主席研究員　中室　牧子（慶應義塾大学 総合政策学部 教授）
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ではないかとか、企業の管理職や政治家のポ
ジションに就く人には早生まれでない人が多
いというような、そういう研究があるわけで
ございます。
　それで早速なんですが、計量経済学的方法
を使って、尼崎市の学力に対する生まれ月効
果の推定値というものを見てみたのがこちら
であります。小学校３年生から始まって中学
校３年生までのデータがあります。これを見
てみますと、総じて見れば、やはり小学校低
学年のあたりで非常に高く、だんだんその後、
値が小さくなってきているように感じられま
す。
　こちらは国語で、もう一方が数学・算数で
すが、あんまり科目によって差はないようで
すけれども、学年によって、ばらつきがある
のかなという感じですね。この尼崎市のデー
タですと、１学年におよそ１万人の生徒・児
童が入っていますけれども、私たちが別の研
究で利用していますデータは、関東のある都
道府県のデータでありまして、１学年５万人
のサンプルがあるデータを分析させていただ
いています。こちらは山口先生との共同研究
で、これを見ますとサンプルサイズが大きく
なっていますので、その分だけ右に下がって
いくということが非常に綺麗に見て取れると
いうことがありますので、尼崎市の研究デー
タを見ても、学年と共に小さくなっていくと
いうことでいいのではないかと思います。
　そうすると、学年とともに小さくなってい
くという理由について、まず考えてみる必要
があると思います。なぜ生まれ月の効果とい
うのは、小学校の低学年では大きいけれども、
だんだん小さくなっていくんだろうかという
ことなんですよね。これが自然に起こってい
るという風に考えるのか、あるいは、何か他
の力が働いていると考えるべきなのかという
ことについて見てみますと、これも尼崎市に
提供していただいたデータから分析したとこ

ろ、これは学力テストにくっついていた質問
紙調査を分析したものですが、どうも保護者
の方は、早生まれの子どもさんに対して、そ
の早生まれの不利を補填するような教育投資
を行っているのではないかということがわか
ります。
　分析の結果、早生まれの親御さんというの
は、より時間をかけて子どもたちの勉強を見
ている。家の人に勉強を見てもらうという割
合は、実は４月生まれの方が低くなり、３月
生まれの方が高くなるという傾向があって、
塾や家庭教師についても、３月生まれの親御
さんの方が４月生まれの親御さんよりたくさ
ん支出しているということが分かります。そ
の結果、お子さんの学習時間や読書時間は、
３月生まれのお子さんの方が、学年が高くな
れば高くなるほど大きくなっていくという傾
向が明らかになっています。
　そうすると学力格差というものは縮小する
わけです。先ほども見たように、相対年齢の
高い子どもの方が学力が高いという事実はあ
るんだけれども、学力の格差は縮まっていく。
それにもかかわらず、どうして生まれ月の効
果がこんなふうに大学だったり、賃金だった
り、将来のポジションにまで表れるぐらい長
く続くんだろうかということについても考え
ていく必要があります。
　これを同じく尼崎市のデータを使って分析
してみますと、実は非認知能力、先ほども大
竹先生の発表の中でありましたが、非認知能
力の格差というものは、生まれ月によって、
４月生まれの子が高い、学年によらず、ずっ
と高いということが示されています。ここ
では、非認知能力というのは、「物事をやり
抜く力」とか、「自分に自信を持っているか」
というような指標を使っています。ですので、
学力の格差というのは縮まっても、非認知能
力の格差というのは縮小しない。そして、こ
の非認知能力というものが、将来の賃金に影
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響を与えるというような研究は、経済学の中
では多く発表されています。
　２つ目には体格であります。この身長の生
まれ月格差、体重の生まれ月格差というもの
は、中学２年生とか３年生になると、少し
縮小していくようなところもあるんですが、
ずっと高いままということになっていて、当
然のことですが、１年間差があるわけですの
で、４月生まれの子たちの方が、３月生まれ
の子たちよりもずっと体格が良いということ
になっています。恐らくこのことが、例えば
体育の授業で有利になったり、部活の中でレ
ギュラーのポジションを取ることが有利に
なったりするようなことを通じて、スポーツ
の格差につながっていくのではないかという
ふうに考えられます。そうすると、実はこの
スポーツ経験の有無というのは、非認知能力
に影響するというような研究が数多く発表さ
れていまして、そうすると、このことがまた
将来の賃金の格差につながっていくという可
能性が指摘できるのではないかというふうに
思います。
　３つ目には、友人や先生との関わりであり
ます。これも一貫して４月生まれの方が高い
ということになっていて、「先生がより積極
的に関わってくれる」、「教員や友人との関係
が良い」というふうに答えている人たちとい
うのは、やはり４月生まれの方が３月生まれ
よりも高いことがわかっています。こういう
人間関係というものも、やはり非認知能力に
影響しますので、こうしたことが早生まれの
格差というものを縮小しないという一つの理
由なのではないかという風に考えています。
このことは、実は先ほどご紹介した関東の自
治体のデータを使っても、全く同じことが言
えます。学力の格差というのは、学年と共に
縮小していきます。その理由としては、通塾
を始めとして、親御さんが積極的に投資をし
ているということなんですけれども、一方で

自己効力感だったり非認知能力の格差という
ものは縮まらず、教員との関係についても縮
まりません。
　こういったことから、私たちが一体何を言
えるかということなんですけれども、制度と
しては、海外ではRed-shirtingなどというふ
うに言うんですけれども、早生まれの子ども
は、入学時期を選べるというようなことが
あったり、就学前教育のところで１月から３
月生まれの子に集中的な教育をしたり、あと
は、入試で１月から３月生まれの子どもたち
が不利にならないように、必ず１月から３月
の子を何パーセント入れるというような形
で、そういう数値目標を設けるというような
ことが行われています。
　ただ、これを尼崎市だけでやるというのは
難しいので、こういった点については日本全
体で話し合っていく必要があるということな
んですけれども、明日からできそうなこと
として何があるのかということを考えます
と、先ほど大竹先生も正にご指摘になってい
たところなんですけれども、ちょっと考え方
を変えてみる必要があると。学校現場でこう
した知識を広く知っていただいて、そのこと
によって少し行動変容を起こしていこうとい
うことで、生まれ月を補正した学力テストの
結果を返してみるとか、出席番号や体育の授
業で使うゼッケンの番号や席順などを生まれ
月と連動させて、教員だったり職員が生まれ
月を意識するきっかけにして、早生まれの子
どもたちに不利をもたらさないような教育的
な対応というものができる。そのことだけで
格差を縮小できる可能性も十分にあるのでは
ないかというふうに私としては考えておりま
す。
　では、残りの時間を使って深井さんにお話
しをいただきたいと思います。
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【深井先生】
　私は中室先生の共同研究者で、尼崎市の
データを使って研究させていただいておりま
す深井と申します。今日は尼崎市の保育所利
用に関する行政データを使用して、どういう
人たちが保育所を使うようになっているのか
という技術的な分析を報告したいと思いま
す。
　なぜこんなことをしているのかということ
でお見せしたいのが、アメリカの最近の研究
なんですけど、過去133本の政策評価の分析
で、どれぐらいそれにお金を使ったのかとい
う点と、それによってどれぐらいリターンが
あったのかを金銭換算して、比を取ってすべ
て評価したという研究があるんですけど、グ
ラフの横軸が年齢で、縦軸が比ですが、この
値が高いほどリターンが大きいということに
なります。子どもの年齢が低いところに点が
集中していると思うんですけど、かなり幼少
期とか子どもの頃に対する政策的な投資のリ
ターンが大きいということがわかってきてい
る。こういった形で、どれぐらいお金を使う
のかという点と、それによってどれぐらいリ
ターンがあるのかという点を見て、その政策
を実施するかしないかという意思決定に金を
使っていく必要があるんじゃないかというこ
とを考えて、今日は尼崎市の保育所利用の
データを使って、どれぐらい保育所を使う人
が変わってきたのかということを報告したい
と思います。
　尼崎市から提供いただいた、1990年から
2018年までの長期間にわたる尼崎市の保育所
利用に関する行政データを使っています。こ
れを見ることで、例えば保育所を利用する人
たちの変化があったのかどうかや、実際に、
昨年実施された幼児教育とか保育の無償化の
意味はあるのかということを検討していく材
料にできればいいのかなと考えています。
　まず、尼崎市における保育所利用割合の変

化を見てみますと、だんだん年が経つにつれ
て、保育所を使う人が、どんどん増えてきて
いることが見てとれると思います。特にどう
いう層で増えているのかを見てみると、１歳
で保育所を使ってる人たちや、２歳で保育所
を使っている人たちが非常に増えている。例
えば2001年の段階で、２歳の保育所利用割合
を見てみると22 ～ 23パーセントなんだけれ
ども、今は40%を超えるぐらいまで保育所を
使う人が増えています。この傾向から言える
重要な点は何かと言うと、保育所の利用と、
例えば子どもの発達を考えるときに、どれぐ
らいの期間、子どもが保育所に通っているの
かということを見た時に、おそらく１歳や２
歳から保育所を使っているのが主流だろうと
いうことが言えます。
　もう一つは、最近の政策変更、2015年の子
ども子育て支援新法の施行から保育所の利用
割合がパンと跳ね上がっていて、１歳、２歳
のところで保育園を使う人が増えてきたこと
が分かってきました。
　次に、保育料を誰がいくらぐらい払ってい
たのかを見てみます。保育料は、前年の年収
に応じて階層区分を作成し、区分ごとに月額
の保育料をまず国で設定しています。その設
定された国の基準から、さらに尼崎市が修正
をしています。国の基準はどうなっているか
を見てみると、第１階層から第８階層まで分
かれていて、年収が高くなるにつれて、例え
ば３歳未満児の保育料は０円から104,000円
の上限額まで上がっていくという形で、所得
に応じて保育料がどんどん上がっていくよう
な設計になっています。
　その保育料の推移はどうなっているかを見
たんですけど、その８区分というのは、第１
階層から第７階層までは1999年から2018年に
かけて変わっておらず、2010年に高所得世帯
の区分ができたんですけど、区分の中での保
育料はずっと変わっていないんです。これが
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国基準の保育料設定で、尼崎市の方では、８
区分にもう１回分類し直した時に、保育料が
どうなっているのかを見ると、大きく変化は
していませんでした。ただ一つ特徴的なのは、
高所得世帯層のところで若干保育料が上がっ
ている。これは保育料の設定自体は変わって
いないんですけど、子どもがたくさんいて、
第２子が割引になるだとか、母子世帯による
割引であるとか、そういうような割引の発生
率も減っているので、その分だけ保育料は上
がる傾向になっています。
　実際、尼崎市の保育所の利用者区分がどの
ように変化してきたのかを見てみると、2000
年と2018年で比較すると、保育料区分、所得
の低い層から高い層にかけて、すごく変わっ
ていることが分かっていて、2000年時点では
第２、第３区分の割合も多かったのが、2018
年になると第５、第６区分など比較的所得の
高い層の利用がかなり増えてきています。
　これがもたらした結果は何かというと、利
用者１人当たりの平均保育料はどう変わっ
てきたのかを見てみます。乳児で見てみる
と、だいたい20,000円ぐらいだったのが、今
25,000円を超えるぐらいまで１人当たりの保
育料が増えています。同時に幼児も15,000円
くらいだったのが、だいたい24,000円ぐらい
まで１人当たりの保育料が増えてきていま
す。
　この2000年と2018年の保育料の上昇を比較
してみると、乳児は月額約7,000円、１人当
たり払う料金が増えています。このうちの
35％は、大体、所得区分の分布の変化による
もの、残りは、高所得区分における保育料の
上昇によるものです。同様に、幼児もだいた
い月額9,000円上昇しているんですけど、だ
いたいこのうちの４割弱は所得区分の分布の
変化によるものです。高所得による保育料の
上昇などの影響が残りの60％程度です。
　これを踏まえた上で、どういうことがわ

かってきたかと言うと、まず保育所利用の状
況としては、乳児期からの利用者が大幅に上
昇していると。もう１つは、特に所得区分の
高い世帯での利用が増えてきていると。一つ
気になるところとしては、これだけ１人当た
りの保育料が増えているので、この増えてい
る保育料がどういうふうに配分されたのかで
すね。１人あたりの保育料が増える分、そ
の自治体に入ってくる料金も増えるので、保
育料収入の上昇分が、どういうふうに配分さ
れていったのかというのは一つ気になる点で
す。
　もう１つは、これが昨年の10月から実施さ
れている無償化によって、増えている保育料
の分というのは、ほとんどゼロになってしま
い、３歳以上の保育料は、増えてきた分がも
うなくなってしまっているので、それに対し
てどういう影響があるのかというのは今後見
ていく必要があります。
　もう１つは、保育料収入に対する分析だけ
をしていたんですけれども、その保育園を使
うことによって、税収がどういうふうに変わ
るのかや、子どもへの支出はどう変わるのか、
子どもの発達への影響はどうなのかなど、多
角的に保育所の利用を評価して、コストとリ
ターンの分析を今後していくことができれば
と考えています。私からの報告は以上です。

山口先生　私から中室先生と深井先生それぞ
れに一問ずつ伺いたいと思います。中室先生
の発表された報告は私も関わっているので、
質問するのも変な感じではあるんですが、議
論したことのないポイントとして、一点伺っ
てみたいと思ったのが、この問題は政策的に
介入しないといけないから、尼崎市単体でで
きるような話ではない部分が大きいと思いま
す。もっと個人レベルでできる部分として、
例えば、早生まれの子を持つ親御さんは、ど
ういうふうに子どもと接していく、あるいは、
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助けていくことができるのか。市民の皆様に
アドバイス的な形でお話を聞かせていただけ
ますでしょうか。
　もう１つは、深井先生には、近年、高所得
者層ほど保育所を利用するようになったとい
う分析結果を見せていただいて非常に興味深
かったんですが、どうしてこういう変化が起
きてきたのか。どういう社会の変化が引き起
こされたのかという点について、お考えをお
聞かせください。

中室先生　それでは、私の方から先にお答え
させていただきます。今回の研究の含意とし
ては、早生まれの子どもたちの学力の格差と
いうのは縮小していくんだけれども、非認知
能力の格差が縮小していかないという点が
キーなのかなというふうに思います。数字っ
て、とても恐ろしいもので、偏差値だったり
学力テストの結果のように、数字で出てくる
と親もそれを意識しやすいし、本人たちもそ
れを意識しやすいということがあるので、そ
こを縮小していかなければいけないという意
識は働くんですけれども、非認知能力のよう
に目に見えないものであると、それをどうい
うふうに育成していくのかということも理解
しづらい部分もありますし、あとは教育上の
ターゲットにしにくいということもあるので
はないかなと思います。
　ただ、この非認知能力の格差というものが、
長期的な成果に結びついているということ
が、蓋然性の高いシナリオとして考えられま
すので、ご家庭の中で、非認知能力を促進し
ていくような取組をしていただければとても
良いのではないかなというふうに思います。
昨年、実はこの研究報告会で、大竹先生が非
認知能力を促進させるような海外の研究につ
いても発表されていまして、おそらく去年の
資料があるはずだというふうに思いますの
で、もしご家庭の中だったり、学校の中で非

認知能力を促進させるような介入というもの
にどういうものがあるのかということに関し
てご興味がある方は、ぜひ昨年の資料をご覧
いただけたらなというふうに思います。私か
らは以上です。

深井先生　まず世帯の所得区分がどうやって
変化してきたのかという点なんですけれど
も、大きくは母親の就業率の上昇というのが
キーポイントだと思っていて、おそらく育児
休業制度などを使って育児休業から保育所の
利用という形で、フルタイムで働き続けるよ
うな母親が増えてきた。そうするとフルタイ
ムで働くので、その分、世帯所得が上がって
きて、保育料で言うところの所得区分もどん
どん右側にシフトしていっているのかなと考
えています。
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の生まれ月 を したもの

• との
• 人との
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の自 の を った でも
じことが える
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教員との関係
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注意！
• これらの研究は「傾向」を表しています。

• 月生まれでも学年で１番の成績を取っている児童・生徒
は大勢います。

• このため、ご自身のお子さんが早生まれであるからと
いって、直ちに問題を抱えているとは限りません。

• これらの研究は、子供自身の責任ではないところで生じ
た、そして多くの人が気づかなかった「格差」に光を当
て、どのように早生まれの不利を解消するかを議論する
ことが重要ではないでしょうか。
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　神戸大学で小児科医をしています西山と申
します。私からは周産期から幼児期までの状
況が発達や学力の向上に与える影響について
ご報告いたします。
　私どもの研究計画は、大きく２段階に分か
れると考えてまして、第１段階としては学力
や発達と相関する因子は何かということで
す。例えば、体内環境、母体の飲酒や喫煙と
いったことが、自尊心や学力とどのように関
わるのか。出生時の状況についてはどうか。
幼児期前半までの発達というのは、どのよう
に関わるのかというようなことです。
　第２段階としては、体内環境や出生時の状
況、幼児期前半までの発達が同じぐらいのお
子さんにおいて、その後のどのような状況が
将来の良い方向に作用するのかということを
研究していきたいと思います。
　今回は、第１段階の内容として、学力や発
達と相関する因子として出生時の状況や幼児
期前半までの発達と学力との関係、そして３
歳の発達との関係をご報告いたします。
　まず３歳の発達との関係です。これは３歳
児健診におけるチェック状況というのを示し
ております。尼崎市の３歳児健診を受診した
お子さん３万人についての状況です。チェッ
クというのは、小児科医あるいは保健師に
よって、何らかのフォローが必要であろうと
いうふうに判定したという意味です。総合判
定でチェックがあった方が18％、身体面とし

て身長や体重が少し足りないとか、心臓の雑
音が聞こえたなどが９％、言葉の発達の遅れ
などの精神面のチェックが約５％でした。全
体として約５人に１人チェックがあり、身体
面で約10人に１人、精神面で約20人に１人で
した。
　身体面、精神面の発達と、その子の性別や
在胎週数、出生体重との関係ですけれども、
まず性別について見ていきますと、身体面で
チェックがあった割合というのは男女の差が
ほとんどなく、どちらも９％ぐらいでした。
一方で、精神面でのチェックの割合というの
は、女の子では２％に対して、男の子では
７％と大きな違いがありました。在胎週数に
ついては、出産予定日付近である37週から41
週を基準にしますと、それより２か月以上早
く生まれたお子さんというのは身体面、精神
面ともにチェックの割合が多くなっておりま
した。体重に関しては2,500ｇ台でお生まれ
になったお子さんと比べまして、1,500ｇを
下回るような方というのは、身体、精神での
チェックの割合が増えました。ただ、週数で
１か月ぐらい早くお生まれになった方とか、
体重で小さかったんですけれども1,500ｇ以
上あったという方についての影響というのは
比較的小さかったです。
　１歳６か月の発達と３歳の発達の関係を見
ていきますと、１歳６か月健診で身体面の
チェックがあった方というのは、３歳でも身

研究報告（5）
「周産期から幼児期までの状況が
　　発達や学力の向上に与える影響」

主席研究員　西山　将広（神戸大学大学院 医学研究科 講師）
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体面で26％の方がチェックがありました。精
神面でのチェックがあった方というのは、や
はり３歳で25％チェックがありましたので、
１歳６か月の発達チェックがあった方という
のは、約４人に１人が、３歳でも発達のチェッ
クがあるということがわかります。一方で、
約４人に３人は、３歳での発達チェックがあ
りませんでした。
　まとめますと、３歳児健診でのチェック
というのはまれではなく、約５人に１人に
チェックがあり、身体面約10人に１人、精神
面約20人に１人でした。身体面の発達には在
胎週数、出生体重の関与があり、特に33週未
満、1,500ｇ未満で出生のお子さんというの
は関連が大きかったです。精神面の発達には、
性別、在胎週数、出生体重の関与があったん
ですが、在胎33週から36週や出生体重が1,500
ｇを超えているような方というのは、男児と
女児の性別の違いに比べると関与が小さいと
いうことが分かりました。１歳６か月での発
達は、３歳の発達に、ある程度関与しており
ます。
　続いて学力との関係を見ていきます。学力
について、小学校入学後の国語と算数の平均
点を示しています。
　まず、性別について見ていきますと、国語
でいうと平均点が５点程度の違いが見られる
のに対して、算数では１点ぐらいの違いとい
うことでした。在胎週数でいいますと、37週
から41週と比べて、22週から32週早く生まれ
た方とは、国語で５点、算数で６点の開きが
ありました。
　体重に関しても、2,500ｇ台で生まれた方
と比べて1,500ｇ未満で生まれた方というの
は、それぞれ６点、８点の違いがありまし
た。少しだけ早く生まれた方とか、少しだけ
小さく生まれた方はどうかというのを見てい
きますと、国語ではまったく影響がなかった
んですけれども、算数でみますと、平均で２

点、１点の違いがあるということが分かりま
した。
　１つ分かることとしましては、国語と比べ
ると算数の方が線の傾きが大きくて、在胎週
数が大きい方のほうが、点数が高くなるとい
う傾向が全体としてあるということでした。
ただもう１つ、強調しておきたい事としまし
ては、個人差が非常に大きいということが分
かりました。例えば、国語に関して見てみま
しても、体重が1,500gを下回っているような
方というのも、80点、90点という点数、ある
いは100点をとっているお子さんというのも
たくさんいらっしゃいます。算数についても
同じようなことが言えます。このあたりから
は、在胎週数や出生体重というのは、全体と
しての学力との関係性はあるんですけれど
も、個人差の部分が非常に大きいということ
も言えました。
　１歳６か月の発達との関係で言いますと、
１歳６か月で身体面のチェックの有無で、国
語、算数の点数が２点違いがあったのと、精
神面でのチェックの有無で、それぞれ４点、
３点の違いがありました。
　学力には、性別、在胎週数、出生体重の関
与があり、特に男児33週未満、1,500ｇ未満
で出生のお子さんというのは影響が大きかっ
たです。男児と女児の平均点の差は、国語の
方が顕著であったのに対して、在胎週数、出
生体重による関与は、算数の方がむしろ大き
いという関係にありました。１歳６か月での
身体と精神の発達は、ある程度学力に関与し
ておりました。
　まとめますと、学力や発達と相関する因子
としまして、まず１つは、性別というのがあ
る程度強い影響をしております。在胎週数や
出生体重というのは、性別と比べると関係が
小さいんですが、在胎週数33週未満、出生体
重1,500ｇ未満では、特別な配慮や支援の必
要性が高いということも示唆されました。
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　１歳６か月での発達は、３歳の発達とある
程度関係がありまして、学力になると少し関
係が薄まるんですけれども、関係が残ってく
るということが分かりました。
　今回、このようなことが分かりましたので、
今後こういった状況を踏まえて、１歳半、３
歳以降にどのような関わりをすると、将来に
良い影響が出てくるのかということも研究し
ていきたいと思っております。
　最後に尼崎市への提言ということで、小児
科医の立場からですけれども、この学びと育
ち研究所のうち、私の立場からは、やはり育
ちの部分を重視したいということを思ってお
ります。その上で、妊娠、出生から学童まで
の切れ目のない支援というのが大切だろうと
思っておりまして、周産期から乳幼児健診に
おける早期の気づき、そして、その気づき
から良い方向に進むための関わりというこ
とを、私の方でも一緒に研究していきたいと
思っております。私からは以上です。ありが
とうございました。

野口先生　西山先生のご発表、とても興味深
く拝聴しました。特に極めて小さく生まれた
り、早く生まれたりした子どもに対する課題
を明確にお話しいただいて、とても分かりや
すかったと思います。その中で２点ほど教え
ていただければと思います。
　まず１点目、今回、在胎週数33週未満、出
生体重1,500ｇ未満で、その後の発達に影響
があるというご発表だったんですが、後期早
産よりもさらに早く生まれた子どもたちが、
後期早産児よりも、いろいろ精神発達でも課
題が残るというのは、どういったことを背景
に考えられるのかということを教えていただ
きたいことが１点です。それに付随して、例
えば、その子たちが、出生月齢だと、どれく
らいキャッチアップできるものなのか分析さ
れていたら教えていただきたいと思います。

もう１点が、これまでのご報告の中でもあり
ました相対年齢なんですけれども、特に教育
の中では、個人差が大きかったとのご発表
だったんですが、学力の評価についても、小
さく生まれた子どもたち、遅く生まれた子ど
もたちと相対年齢との関係について分析され
ていたら、教えていただきたいと思います。

西山先生　１点目なんですけれども、33週未
満というのは、やはり胎内でお母さんのお腹
の中で、脳がまだ非常に発達していく時期で
すので、それぐらい早く生まれた方というの
は、影響があるだろうというのは、小児神経
外科医の立場でいうと、むしろ自然な感じが
することとして受け止めてまして、ただ、今
回むしろ意外だったのが、33週から36週とい
うのも非常に重要な時期ですし、小児科医と
して見ていますと、それくらいの週数で生ま
れた方というのが、自閉症が少し多めだった
りとか、発達が少しゆっくりだという印象が
あったんですけれども、全体としては、その
影響というのは、性別よりもむしろ小さかっ
たということを、むしろ意外に思っておりま
して、これは、33週以降くらいでお生まれに
なったお子さんを育てておられる方にとって
も、大切な情報としてお伝えできるかなとい
うように感じております。
　修正月齢で言うと、今回、修正でというの
を検討してないんですけれども、３歳ぐらい
になってきますと、かなり修正を無視できる
ような時期になってくるかなというふうには
思っております。
　２点目なんですけど、相対年齢効果、生ま
れ月との関係というのは、今回はちょっと見
れていませんので、また今後の検討課題とい
うふうにしたいと思います。
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　本日の大竹先生のお話の中で、特に肥満の
子どもたちが、その後、様々な課題を残して
しまう可能性があるというご報告がありまし
たけれども、肥満を予防することはできない
かということについて、生活習慣等関連する
要因について、いろいろと調べてみました。
まず尼崎市では、元々、大人の平均寿命が短
いという課題があり、その背景となっており
ます循環器疾患のリスクファクター対策が進
められてきたわけですけれども、その生活習
慣は子ども時代に形成されているので、より
早期の介入が必要なのではないかということ
から、平成22年度から小学校５年生と中学校
２年生を対象にした健診が始まっておりまし
て、そのデータを活用した色々な解析結果を
見ていきます。尼っこ健診の受診率、少し前
のものになりますけれども、12歳については、
約半数が健診を受診してくださっているとい
うデータになります。まず、11歳や14歳の肥
満というのが、いったい何と関係があるのか
ということで、出生時体重との関係を見てみ
ます。それから、肥満だった場合、その他の
生活習慣病のリスクファクターと関係がある
のかということも見てみます。
　まず身長について見てみますと、男女いず
れも出生時体重とその後の11歳、14歳の身長
が相関していることがわかります。それから
肥満度についても、全く同様の傾向が見られ
ます。ということは、出生時体重が大きいほ

ど、11歳、14歳児の身長や肥満度、体格が大
きくなることがわかったわけですが、そうい
う子どもたちが血圧やLDLコレステロール

（悪玉コレステロール）というような生活習
慣病のリスクファクターと関係があるのかを
調べました。これは11歳の肥満度区分と血圧
値ですけど、肥満度が大きくなればなるほど、
収縮期血圧も拡張期血圧も高くなってくるこ
とが確認できますし、それからこれは14歳で
すが、全く同様に、肥満度が大きくなれば、
血圧が高くなる。それから、これはLDLコレ
ステロールとHDLコレステロール（善玉コ
レステロール）の値と肥満度の関係を調べた
ものですが、肥満度が大きくなるほどLDLコ
レステロールの値が高くなり、逆にHDLコ
レステロールは肥満度が大きくなれば減って
いくことが、子どもたちのデータでも明らか
になっています。14歳でも全く同様の傾向で
す。
　それからHbA1C（ヘモグロビン・エーワ
ンシー）という過去２か月から３か月の平均
の血糖値ですが、11歳については、肥満度と
の相関が見られていますが、14歳になると相
関は見られないという結果になります。
　これらをまとめますと、肥満度が大きいと、
11歳、14歳とも生活習慣病のリスクファク
ターについても増加あるいは減少することが
分かっています。つまり、出生時体重が大き
ければ、11歳、14歳の体格が大きくなり、大

研究報告（6）
「尼っこ健診・生活習慣病予防
　　　　　　　　　　コホート研究」

主席研究員　野口　緑（大阪大学大学院 医学系研究科 特任准教授）
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きい子たちは生活習慣病のリスクファクター
が増加し、将来、生活習慣病になっていくの
ではないかということが示唆されるわけで
す。ですが、発症の前に生活習慣が関係する
のではないかということで、次の分析を行い
ました。肥満度に関連する生活習慣にどのよ
うなものがあるかということですけども、こ
れについては、重回帰分析を行った結果、11
歳の男子、女子とも共通する要因としては、
寝る時間が夜の10時以降になると肥満度が増
えていくことが分かっています。また、男子
では総活動量が120分未満の場合、そして女
子は、特に出生時体重と関連がある、肥満度
が増えていくことが分かっていますが、この
就寝時間に関してですけれども、特に大人を
対象にした研究では、睡眠時間が短いグルー
プは、睡眠時間が十分取れているグループに
比べて空腹感が増加してしまうであるとか、
食欲抑制に関連するホルモンの分泌量が減少
することによって食べてしまう、あるいは血
糖を調整するホルモンが減少するというよう
な報告がなされていますので、寝る時間が遅
くなることによって、結果として睡眠時間が
短くなり、肥満度に関係するのではないか。
あるいは、これはマウスの実験ではあります
けれども、睡眠はレム睡眠とノンレム睡眠を
交互に繰り返すわけですけど、全体の睡眠時
間が短いことで、レム睡眠そのものが減って
しまい、そのことが嗜好性を変えるのではな
いかという報告もされていることから、睡眠
時間を十分確保するためにも早く寝るという
ことが大切であるということがわかります。
それから14歳ですが、14歳については睡眠と
の関係は消えまして、むしろ男子では総活動
量が120分未満であるということが、肥満度
を増加させる要因になることが明らかになっ
ています。14歳男子で総活動量が関係するの
であれば、活動量を増やせば肥満度は下がる
のかと言うことを調べてみました。そうする

と、11歳のときに総活動量があったかなかっ
たかということと、14歳のときに総活動量が
あったかなかったかということを追っていっ
たんですけども、男子で半分が、元々 11歳
で運動していた子は14歳でも運動している割
合が多かったんですけども、ずっと運動して
いないとか、運動していたけど止めた子たち
がいるわけですが、運動を11歳でも14歳でも
し続けている子どもに対して、総活動量が14
歳でなくなれば、やはり肥満度が上がるとい
う結果が得られています。
　そこで、まとめですけれども、11歳、14歳
の肥満度は、出生時体重の大きさと関連し、
肥満度が増加すれば、様々な生活習慣病のリ
スク因子を増加、または低下させることが明
らかになり、この肥満度を増加させる生活習
慣は、11歳では午後10時より遅く寝るという
こと、それから14歳、特に男子では総活動量
が２時間未満であることが重要であることが
分かりました。
　そこで尼崎市への提言になるんですけれど
も、ぜひ学童期の子どもたちの就寝時間や睡
眠時間の実態を把握するような取り組みを進
めていただけたらありがたいなというふうに
思います。特に肥満の子どもたちで、就寝時
間が遅い子の理由は一体どのようなものであ
るかとか、あるいは就寝時間と体の関係につ
いて保護者の理解はどの程度なのか。
　それからもう一つ、中学生の活動量が少な
い子へのアプローチなんですけれども、どう
しても中学校になると習い事や塾で、活動時
間が減少しているのが実態になるかと思うん
ですが、教育の中で、家庭生活の中で増加さ
せる方法など、ぜひ一緒に検討させていただ
けたらありがたいと思いますが、尼っこ健診
も含めて、健診後の保健指導や教育活動を通
じて、ぜひ保護者の方々にも、こうした情報
提供をお願いできればありがたいと思いま
す。
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　最後に今後の課題なんですけれども、出生
時体重の大きさが将来の肥満を決めてしまう
ことになれば、もう元に戻らないのか、肥満
を回避できないのかということになってしま
うので、出生時の子どもの体格を決めること
に、非妊娠時の様々な要因は関係するのか。
親や環境要因が関係するのかについて、周産
期の状況が関係するのかということについ
て、今後調べていきたいと考えています。あ
るいは、肥満度増加に関連する、今回、総活
動量を見たわけですけれども、食事に関する
ことだけではなく、それ以外の習慣であると
か、社会的な要因で関係するものはないか。
それから、今回の対象になった子どもたちを
コホートとして、20歳以降のリスクヘッジが
どのように変化していくのかということを集
団的に見ていけたらいいなと思っています。
私からの報告は以上です。ありがとうござい
ました。

西山先生　睡眠や運動が肥満と関わるという
のは、すごく腹に落ちるというか、私も小児
科の外来で、「よく食べて、よく寝ることが
できていたら、あとはオマケです。」みたい
なことを言っているんですけれども、今回、
11歳の時の睡眠や運動を見られたということ
なんですけど、実は、結構大事なのが、小学
校に入る前の睡眠習慣とか食事習慣が、中学
校の時の状態にかなり影響するんじゃないか
というふうに私個人としては思っておりまし
て、そのあたりについて既に分かっているこ
ととか、先生のお考えなどございましたら教
えてください。

野口先生　今回、尼っこ健診の問診データの
中に、幼少期の生活習慣に関するものが含ま
れておりませんでしたので、今後、それ以前
の生活習慣のリズムであるとかの情報を、先
生がなさっておられる研究の３歳児、１歳半

のときのデータとうまくリンクさせていただ
けると、研究が広がっていくのかなというふ
うに思っていますので、ぜひまた、ご一緒に
できることがあればありがたいので、よろし
くお願いします。
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学童期、思春期の肥満に関連する
生活習慣の横断的及び縦断的検討

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

尼っこ健診受診率の推移
歳 歳

尼崎市では、平成 年度から、子どもも大人もみんな対象に
「みんなでヘルスアップ健診事業」として 歳（小 ）・ 歳 中 ）の健診が
スタート

ース
度 の ス ー
生 子 時 の 期の

肥満度
血圧 コレステロール
コレステロール の
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歳 男子 人 子 人
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子 出生時体重

歳
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歳時の健診受診有無別 歳時の状況
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　教育長の松本です。皆さんありがとうござ
いました。
　本日、各先生方からたくさんご報告をいた
だき、過去３年の中でも、かなり具体的なデー
タ、結果、考察というものが出てきたのかな
というふうに思っております。
　教育関係で言っても、例えばクーポン事業
をどう考えていけばいいのかということは、
目下の悩みでありまして、貧困対策として効
果があるのかとか、学力向上対策として効果
があるのかというようなそれぞれの観点があ
ると思いますけども、今回の研究で非常に大
きな示唆をいただいたのかなと思っておりま
すし、早生まれの子どもたちへの対策という
観点からは、ナッジを活用したような工夫に
ついても、ぜひ知恵を出していきたいなとい
うふうに思っております。
　また、在胎週数と出生体重、そして学力と
の関係についても、非常に面白いと思いまし
た。例えば小学校、中学校の問題で言えば就
学相談と大きな関係があるのかなと思いまし
た。
　特別支援学校や特別支援学級に入る時は、
就学相談というプロセスを経ますが、どのよ
うな子に就学相談に来ていただくのかという
ことは、基準があるわけではなく、幼稚園か
らの情報や、希望される方に対して相談を
行っている状況です。けれども、今後は、例
えば、在胎週数とか出生体重、さらには 3 歳
児健診のチェックの結果を踏まえて、就学相

談にお声掛けをしていくということも考えら
れるかなと思いますし、また、就学相談の結
果が学校の先生の加配にも影響すると思って
おります。例えば、就学相談を経て、少し支
援が必要だというお子さんに対しては、より
教員を手厚く配置して、早め早めに社会的に
不利にならないようにフォローしてあげると
いうこともあり得るのかなということも政策
として考えられるのかなと思いました。
　また、肥満と学力や非認知能力との関係を
ご指摘いただき、また、そのことが授業で改
善されたというご報告もいただきましたけれ
ども、尼崎市でも、子どもの肥満の問題が指
摘されており、体力テストの結果も全国ある
いは兵庫県よりも低いという結果がありま
す。
　2022 年 1 月からは中学校給食が始まりま
す。中学校給食の開始により、肥満の問題や
体力の問題がどう改善していくかというの
も、研究対象として進めていけたら、政策の
効果というものの評価ができるのかなと思い
ました。
　すぐに施策としてできるものもできないも
のも色々あると思いますけれども、我々とし
ても、このように各研究のご報告を定期的に
お伺いすることを通じて、より賢い資源の活
用につなげていきたいと思っております。
　また、学びと育ち研究所の取組が、尼崎市
の子育て政策の改善のみならず、日本全国の
家庭環境の見直しにつながるとすれば、それ

閉会挨拶

尼崎市教育委員会教育長　松本　眞
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はそれで尼崎市の研究所のやっている意義と
いうものは本当に大きいと思いますので、引
き続き、先生方とご一緒にできればと思いま
す。本日はどうもありがとうございました。
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